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本手引書は、UNIVAS 加盟大学の運動部におけるガバナンス体制や不祥事対応に関する現状を関係各

位に共有することで、大学スポーツ全体におけるガバナンスがより強化されることを目的として作成した

ものです。本手引書は、一昨年度作成した「UNIVAS　大学スポーツ処分事例集（競技団体編）～組織

ガバナンスの強化に向けて～」及び昨年度作成した「大学における大学スポーツ不祥事対応に係る手引書」

の続編でもあり、これらと併せてご参照いただくことで、より本手引書の目的に資する活用ができると考

えています。

特に、UNIVAS 加盟大学の運動部の皆様におかれましては、本手引書をご活用いただき、より一層の

ガバナンスの向上に役立てていただくことを願っています。大学運動部におけるガバナンスの向上は、

運動部に所属する学生が、安全に、そして安心して学業やスポーツに専念できる環境の構築に直結し、

大学スポーツ全体の発展に寄与するものと確信しています。

UNIVAS は、今後も、大学スポーツのガバナンス向上に尽力する強い決意を有していますので、大学

スポーツに関係するすべての皆様におかれましては、大学スポーツのさらなる発展に、引き続き、ご協

力いただくことを切にお願い申し上げます。

一般社団法人　大学スポーツ協会（UNIVAS）

代表理事　会長

福原 紀彦

「大学運動部におけるガバナンス向上のための手引書」の発行にあたって
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一般社団法人大学スポーツ協会（以下「UNIVAS」という。）は、2019 年 3月に創設され、以後、「大

学スポーツの振興」と「大学スポーツ参画人口の拡大」に向けて活動している組織である。

現時点（2023年 2月 28日）において、219大学及び38競技団体がそれぞれUNIVASに加盟している。

UNIVAS は、その具体的な事業として、スポーツを通じた学生のキャリア形成を図るべく、学業充実

に係る事業（入学前教育、キャリア教育等）、スポーツ環境の安全安心を高める事業（指導者・管理者研修、

安全安心ガイドラインの作成、安全安心認証「UNIVAS Safety and Security Certification」（UNIVAS 

SSC）制度の運用、UNIVAS 相談窓口の開設等）、表彰制度等の奨励事業（UNIVAS AWARDS 等）、大

学スポーツの認知拡大を図る事業（試合の動画配信、UNIVAS CUP の開催等）、データベース構築事業（学

生アスリートデータベースを活用したサービスの開発等）、総合的な振興施策事業（大学スポーツ統括

業務の手引書の提示、各種イベントの開催等）等を実施している。

運動部に所属する学生（以下「部員」という。）が、学業、部活動、社会貢献その他の活動で充実し

た学生生活を送り、卒業後は学生時代に培った知力・体力・精神力、社会性等を活かして地域社会や国

際社会に貢献していくこと、また、在校生はもちろん、OB・OG、地域の方々やこれから大学生になる方々

が、大学スポーツを楽しみ、応援してくれることが、大学スポーツの振興・発展には不可欠である。

そのために、UNIVAS は、学生、大学、競技団体等による主体的な活動を支援し、大学スポーツを更

に大きく発展させるため、日々活動している。

スポーツ庁は、2019年6月に「スポーツ団体ガバナンスコード<中央競技団体向け>」（以下「SGコード」

という。）を、同年 8 月に「スポーツ団体ガバナンスコード < 一般スポーツ団体向け 1>」（以下「一般団

体向け SGコード」という。）をそれぞれ策定した。

そして、NF による SG コードの遵守状況を審査する適合性審査は、公益財団法人日本スポーツ協会

（JSPO）、公益財団法人日本オリンピック委員会（JOC）及び公益財団法人日本パラスポーツ協会

（JPSA）が主体となって 2020 年に開始され、各 NF はそのガバナンス向上に向けて、様々な取組みを

実施している。

また、独立行政法人日本スポーツ振興センター（JSC）は、一般スポーツ団体が一般団体向け SGコー

ドの遵守状況を自ら説明し、公表するプラットフォームを設置するとともに 2、スポーツ団体のガバナ

ンス支援委員会を設置するなどの事業を実施し、スポーツ団体のガバナンス支援に取り組んでいる。

各スポーツ団体は、助成金等の申請の際に、自らに適用される SG コード又は一般団体向け SG コー

ドの遵守状況を自ら説明し、公表することが必要となった。

このように、スポーツ界全体において、コンプライアンス及びガバナンスに係る様々な施策が実施さ

れ、スポーツに携わるすべての人々にとって、コンプライアンス及びガバナンスの重要性を認識し、こ

れを遵守・実践することが求められる状況となっている。

UNIVAS においても、コンプライアンス及びガバナンス確保に向けた様々な取組みを実施している。

以下に主な四つの施策を紹介する。

第一に、UNIVAS 相談窓口の設置である 3。選手やマネージャー、コーチ等の学生スタッフに加え、

運動部を卒業した方や指導者、チームスタッフからの相談を 24 時間 365 日体制で受け付けており、運

動部におけるハラスメント等の問題解決に向けて対応している。

第二に、コンプライアンス研修会の実施である。UNIVAS の加盟大学及び加盟競技団体や運動部の指

導者及び部員向けに、コンプライアンス研修会を実施し、近時の事例や問題点を共有している。毎月、

大学スポーツにおける異なるテーマ（ハラスメントやSNS等）について、各種専門家による研修を実施し、

日頃からの注意を促している。

第三に、大学スポーツにおける処分事例の共有である。一昨年度（2020年度）、「UNIVAS　大学スポー

ツ処分事例集（競技団体編）～組織ガバナンスの強化に向けて～」（以下「2020年度事例集」という。）

を作成・公表し、加盟競技団体における処分手続や処分事例を共有した。また、昨年度（2021年度）、

「UNIVAS　大学における大学スポーツ不祥事対応に係る手引書」（以下「2021年度事例集」という。）

を作成・公表し、大学における処分手続や処分事例を共有した。従前、競技団体や大学において、不祥

事に対する処分に係る情報が共有されることが少なかったものの、2020年度事例集及び 2021年度事例

集の公表によって、加盟競技団体及び加盟大学における処分時の手続や処分内容の検討が進み、より一

層のガバナンスの向上に繋がっている。

第四に、UNIVAS は加盟する競技団体の資格要件の一つとして、法人格を有していることを求めてい

る。団体を法人化することによって、それぞれ適用される法令に基づいて組織体制を構築して運営して

いくことが求められるため、適切かつ健全な組織運営が期待される。とりわけ、学連は、法人格を取得

している団体が少なく、必ずしも十分な組織体制となっていないため、その法人化は画期的といえる。

UNIVAS は、UNIVAS 加盟申請時においては法人格を有していなかった加盟競技団体に対し、2023年

3月末日までに法人化することを求めた上で、法人化に向けた法務サポートを行ってきた。

2　https://www.jpnsport.go.jp/corp/gyoumu/tabid/966/Default.aspx 
3　https://www.univas.jp/soudan/

一般スポーツ団体とは、中央競技団体（以下「NF」という。）に該当しない、スポーツの振興のための事業を行うことを主たる目的とす
る団体を指す（一般団体向け SGコード参照）。学連も一般スポーツ団体に含まれる。
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運動部において不祥事が発生した際に、当該運動部は、大学や競技団体による処分を待つだけでなく、

自ら対応を行う場合がある。もっとも、運動部の方々からは、そもそも、不祥事にどのように対応すべ

きかわからない、処分をするとしてもどのような対応が求められるのか検討したことがないといった声

や、他の大学の運動部ではどのような処分を行っているのか知りたいといったご要望をいただいていた。

そこで、今年度は、2020 年度事例集と 2021 年度事例集の続編として、運動部における運営と処分の

考え方をまとめ、また、不祥事事例もまとめるに至った。本手引書の作成に当たっては、すべての加盟

大学に対し、各大学に所属する運動部における規律、運動部において不祥事が発生した場合の運動部の

対応方法等についてのアンケート（以下「アンケート」という。）を実施し、69 大学 251 運動部から回

答をいただいた。また、アンケートに対する回答をいただいた運動部のうち、72運動部に対して、アンケー

トに対する回答の詳細を確認するためのヒアリング（以下「ヒアリング」という。）を実施した。これ

らのアンケート及びヒアリングを通じて、加盟大学に所属する運動部における不祥事への対応の実態が

明らかになるとともに、その課題も浮かび上がってきた。

本手引書では、2 で運動部における運営と処分の現状を整理した上で、3 で運動部におけるガバナン

ス上の課題を分析及び検討するとともに、4で運動部におけるガバナンス体制の在り方をまとめている。

そして、別紙で運動部において発生した不祥事への運動部の対応等の事例を整理している。

UNIVAS としては、これまでの UNIVAS 加盟大学に所属する運動部による不祥事への対応状況を共

有するとともに、不祥事への対応策を含む運動部におけるガバナンス体制の在り方を提案することによ

り、運動部において、今後不祥事が生じた場合における処分の要否及び内容の検討に当たっての参考と

なることを期待する。そして、本手引書が、大学スポーツにおいて、適切な懲罰制度や組織運営（ガバ

ナンス体制）の構築、コンプライアンス意識の向上のための施策を検討するに当たっての一助になるこ

とを確信している。

今年度は、本手引書の作成に当たり、前述のとおり、UNIVAS 加盟大学のうち 69 大学 251 運動部か

らアンケート調査へのご協力、また 72 運動部からヒアリング調査へのご協力をいただいた。新型コロ

ナウイルス感染症の影響等もあり、社会経済活動の制約が多く、業務時間もひっ迫する中で、本手引書

の策定にご協力いただいた加盟大学及び運動部の皆様に対して、改めて深く御礼申し上げる。

そして、UNIVAS としては、運動部におけるガバナンス体制の構築についても喫緊の課題と認識して

おり、UNIVAS の加盟大学及び加盟競技団体に対する一連の調査・啓発活動を通じて、所属する運動部

を含めた UNIVAS 加盟団体の、より適切な組織運営（ガバナンス体制）の構築、更なるコンプライア

ンス意識の向上、ひいては、学生が、安全に、そして安心して学業やスポーツに専念できる環境の整備

に引き続き取り組んでいく次第である。
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ア　運動部と大学の関係

（ア）　大学における運動部の位置付け

大学の運動部は、大学が公認した課外活動団体としての地位を有し、その活動は大学による管理監

督のもとで行われていることが通常である。

大学における運動部の位置付けは、大学によって異なる。大学の中で公認団体として文化部やサー

クルと同列に位置付けられている場合もあれば、文化部やサークルとは区別して位置付けられている

場合もある 4。後者の場合、同じ大学の運動部の中でも、一部のみが強化指定部等の名称で他の運動

部とは区別して位置付けられている場合がある 。

大学における運動部を所管する部署も、大学によって異なる。主に学生課の名称の部署が公認団体

としての運動部を所管する場合もあれば、主にスポーツ振興課やアスレティック・デパートメント（い

わゆるAD局）等の名称の部署が運動部や強化指定部を専門に所管する場合もある。大学は、「部長」「顧

問」「監督」等といった名称で大学に所属する教職員を運動部に配置し、当該教職員を通じて運動部

を管理していることが多い。

　大学は、部員の運動部における課外活動に対して一定の管理・教育権限を有していると考えられる

が、文化部やサークル等を含めた公認団体一般に適用される規程を設け、それを公認団体の一団体と

しての運動部に適用している場合が多い。大学において運動部に適用される規程が存在するときに、

運動部やその部員が不祥事を起こした場合、大学は、当該運動部に対し、当該規程に基づき一定の処

分をすることがある 5。

（イ）　大学から運動部への支援

a 経済的支援

アンケート結果によれば、大学から経済的支援を受けていると回答した運動部は 251 運動部中 202

部であった 6。

大学は、各運動部に対し、経済的支援に当たって、その使途を定めることなく支給する場合もあれば、

支援を受けられる使途を定めた上で運動部に都度使途を明示した申請をさせ、同申請を承諾してから支

給する場合もある 7。

大学が、運動部の中に強化指定部を設けている場合、強化指定部のみに特別予算を設けて経済的支援

を行っていることもある。

大学から経済的支援を受けた場合、多くの運動部は、大学に対し、その使途につき、書面による決算

報告を行っているが、これに加えて、決算に関して大学担当者と面談し、口頭で使途等について説明又

は報告を行う場合もある。この場合、大学への報告を行う者は、監督等の指導者であることもあれば、

主務・マネージャー及び会計担当等の学生である場合もある。

 5　2021 年度事例集 5頁と同趣旨。
 6　大学へのアンケート結果によれば、69大学のうち 64大学（92.8％）が運動部に対して経済的支援を実施している。
 7　申請時に領収書等の証憑書類を必要とするケースも多く、その場合には運動部において一度立替払いを行うことになる。2021 年度事例集 4頁のとおり。4
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2. 運動部における運営と処分の現状

　（1）運動部と大学スポーツ関係者との関係性

はい

いいえ
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19.5%

大学から経済的支援を受けているか。
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b 経済的支援以外の支援

大学は、運動部に対し、経済的支援に加えて、経済的支援以外の支援を行うことも多い。具体的には、

練習場や部室といった学内の運動施設等の利用権限を付与したり、部員が住む学生寮を提供したりす

るなどの支援が行われている 8。

特に、大学が、運動部の中に強化指定部を設けている場合、学生寮や学内の施設の利用について強

化指定部の部員を優遇する、強化指定部に対するスポーツ推薦入学者や特待生の人数を多くする、指

導者を優先的に配置するなど、経済的支援以外の面でも他の運動部よりも強化指定部を手厚く支援し

ている場合もある 9。

イ　運動部と学生の関係

学生は、運動部に所属することにより、当該運動部の部員となり、当該運動部が加盟する学連や

NF 等の競技団体（以下「競技団体」という。）が主催する大会に出場する資格を有する一方、当該運

動部の独自の規律に服することとなる。

運動部が当該運動部の規律として部則 10 を定めている場合、その内容が合理的である限り、その

部則は構成員である部員に対して適用される 11。

したがって、運動部の部則に処分規定が定められている場合、部員に不祥事等の問題が生じれば、

運動部は、部員に対し、当該処分規定に基づいて処分することができる 12。

もっとも、部則に処分規定まで定められている運動部は半数程度であり、他方で、処分規定が定め

られていない運動部において、指導者の裁量等に基づき運動部が部員を処分している事案も少なくな

い。

ウ　運動部と指導者の関係

運動部の指導者には、大学の教職員としての地位を有する指導者（以下「内部指導者」という。）

と内部指導者以外の指導者（以下「外部指導者」という。）がおり、運動部によって部長・監督・コーチ・

トレーナー等の役職が存在する。

運動部と内部指導者の間には、直接の契約関係等はなく、内部指導者と大学との間に雇用契約又は

業務委託契約が存在するのが通常である。内部指導者の中には、教職員として業務を行いつつ、課外

活動として部長や監督を務めている場合もあれば、当該運動部において指導を行うために大学に招聘

され、運動部の指導のみを業務として大学との間で契約を行っている場合もある。内部指導者の選任

については、運動部等の意見も参考にした上で、契約当事者となる大学が決定する場合が多い。

  8　2021 年度事例集 5頁と同趣旨。
  9　2021 年度事例集 5頁と同趣旨。
10　所属する部員を規律する規程その他のルールをいう。詳細については後述 2.(2) 参照。
11　部則に基づく運動部による処分の法的整理については、後述 3.(2) アのとおり。
12　2021 年度事例集 7頁のとおり。

他方、外部指導者に関しては、大学との間で業務委託契約が締結されている場合がある一方で 13、

運動部との間で直接契約関係にある場合、監督等の内部指導者個人と契約関係がある場合のほか、契

約関係が不明確なままとなっている場合も少なくない。外部指導者の選任については、監督や部長が

推薦・選定し、大学が承認して選任するほか、外部指導者の選任に大学が一切関与していない場合、

OBOG会が外部指導者の選任に関与する場合等、様々な方法がある。

エ　運動部と競技団体との関係

運動部は、当該競技の競技団体が主催している競技会への参加資格要件を充足するために当該競技

団体に加盟しており、その加盟団体という立場から、競技団体が定める規程や規則が適用される。

運動部において不祥事が発生した場合、運動部は、競技団体が定める規程等に基づき、当該不祥事

について競技団体に報告することが求められ、大会への出場停止等の処分を受けることがある 14。

オ　運動部と学友会（学生会）・体育会の関係

（ア） 学友会

学友会とは、大学によってその位置付けは異なるものの、主に学生と教職員が所属する自治組織と

されることが多い。大学内の一組織として位置付けられることもあれば、大学とは独立した組織とさ

れることもある。

（イ）体育会

体育会とは、運動部の集合体であり、運動部を統括する組織をいう。学長が会長を務め、大学職員

が事務局を担当して運動部を管理するなど大学の関与の程度が高い場合もあれば、大学とは独立した

運動部又は部員の自治組織とされる場合もある。

（ウ）学友会・体育会と運動部の関わり

学友会・体育会は、大学とは別に、その加盟・所属団体である運動部を管理する場合や、大学とと

もに又は単独で経済的支援等を行う場合がある 15。

学友会・体育会が運動部を管理、支援するに当たり、運動部や部員を対象とする規程を定めている

場合、これらの規程が学友会・体育会に所属している部員に適用される。それらの規程に運動部やそ

の部員に適用される処分規定を定めている場合、学友会・体育会は、当該規定に基づき、これに違反

した運動部や部員に対して一定の処分をすることができる 16。

13　外部指導者用に契約書の雛形を作成して、契約を締結している大学もある。
14　当該競技団体が主催する競技会に参加するために運動部に所属する部員は当該競技団体に選手登録をしており、当該競技団体が定める
　　 規程等が適用されるところ、部員も同規程等に基づき大会への出場停止等の処分を受けることがある。2020 年度事例集 5頁以下参照。
15　2021 年度事例集 8頁のとおり。
16　2021 年度事例集 8頁と同趣旨。
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b 経済的支援以外の支援

大学は、運動部に対し、経済的支援に加えて、経済的支援以外の支援を行うことも多い。具体的には、

練習場や部室といった学内の運動施設等の利用権限を付与したり、部員が住む学生寮を提供したりす

るなどの支援が行われている 8。

特に、大学が、運動部の中に強化指定部を設けている場合、学生寮や学内の施設の利用について強

化指定部の部員を優遇する、強化指定部に対するスポーツ推薦入学者や特待生の人数を多くする、指

導者を優先的に配置するなど、経済的支援以外の面でも他の運動部よりも強化指定部を手厚く支援し

ている場合もある 9。

イ　運動部と学生の関係

学生は、運動部に所属することにより、当該運動部の部員となり、当該運動部が加盟する学連や

NF 等の競技団体（以下「競技団体」という。）が主催する大会に出場する資格を有する一方、当該運

動部の独自の規律に服することとなる。

運動部が当該運動部の規律として部則 10 を定めている場合、その内容が合理的である限り、その

部則は構成員である部員に対して適用される 11。

したがって、運動部の部則に処分規定が定められている場合、部員に不祥事等の問題が生じれば、

運動部は、部員に対し、当該処分規定に基づいて処分することができる 12。

もっとも、部則に処分規定まで定められている運動部は半数程度であり、他方で、処分規定が定め

られていない運動部において、指導者の裁量等に基づき運動部が部員を処分している事案も少なくな

い。

ウ　運動部と指導者の関係

運動部の指導者には、大学の教職員としての地位を有する指導者（以下「内部指導者」という。）

と内部指導者以外の指導者（以下「外部指導者」という。）がおり、運動部によって部長・監督・コーチ・

トレーナー等の役職が存在する。

運動部と内部指導者の間には、直接の契約関係等はなく、内部指導者と大学との間に雇用契約又は

業務委託契約が存在するのが通常である。内部指導者の中には、教職員として業務を行いつつ、課外

活動として部長や監督を務めている場合もあれば、当該運動部において指導を行うために大学に招聘

され、運動部の指導のみを業務として大学との間で契約を行っている場合もある。内部指導者の選任

については、運動部等の意見も参考にした上で、契約当事者となる大学が決定する場合が多い。

  8　2021 年度事例集 5頁と同趣旨。
  9　2021 年度事例集 5頁と同趣旨。
10　所属する部員を規律する規程その他のルールをいう。詳細については後述 2.(2) 参照。
11　部則に基づく運動部による処分の法的整理については、後述 3.(2) アのとおり。
12　2021 年度事例集 7頁のとおり。

他方、外部指導者に関しては、大学との間で業務委託契約が締結されている場合がある一方で 13、

運動部との間で直接契約関係にある場合、監督等の内部指導者個人と契約関係がある場合のほか、契

約関係が不明確なままとなっている場合も少なくない。外部指導者の選任については、監督や部長が

推薦・選定し、大学が承認して選任するほか、外部指導者の選任に大学が一切関与していない場合、
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エ　運動部と競技団体との関係

運動部は、当該競技の競技団体が主催している競技会への参加資格要件を充足するために当該競技

団体に加盟しており、その加盟団体という立場から、競技団体が定める規程や規則が適用される。

運動部において不祥事が発生した場合、運動部は、競技団体が定める規程等に基づき、当該不祥事

について競技団体に報告することが求められ、大会への出場停止等の処分を受けることがある 14。

オ　運動部と学友会（学生会）・体育会の関係

（ア） 学友会

学友会とは、大学によってその位置付けは異なるものの、主に学生と教職員が所属する自治組織と

されることが多い。大学内の一組織として位置付けられることもあれば、大学とは独立した組織とさ

れることもある。

（イ）体育会

体育会とは、運動部の集合体であり、運動部を統括する組織をいう。学長が会長を務め、大学職員

が事務局を担当して運動部を管理するなど大学の関与の程度が高い場合もあれば、大学とは独立した

運動部又は部員の自治組織とされる場合もある。

（ウ）学友会・体育会と運動部の関わり

学友会・体育会は、大学とは別に、その加盟・所属団体である運動部を管理する場合や、大学とと

もに又は単独で経済的支援等を行う場合がある 15。

学友会・体育会が運動部を管理、支援するに当たり、運動部や部員を対象とする規程を定めている

場合、これらの規程が学友会・体育会に所属している部員に適用される。それらの規程に運動部やそ

の部員に適用される処分規定を定めている場合、学友会・体育会は、当該規定に基づき、これに違反

した運動部や部員に対して一定の処分をすることができる 16。

13　外部指導者用に契約書の雛形を作成して、契約を締結している大学もある。
14　当該競技団体が主催する競技会に参加するために運動部に所属する部員は当該競技団体に選手登録をしており、当該競技団体が定める
　　 規程等が適用されるところ、部員も同規程等に基づき大会への出場停止等の処分を受けることがある。2020 年度事例集 5頁以下参照。
15　2021 年度事例集 8頁のとおり。
16　2021 年度事例集 8頁と同趣旨。
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学友会・体育会による運動部に対する支援については、経済的支援のほか、経済的支援以外の支援

が行われている 17。経済的支援以外の支援としては、遠征の際のバスなどの移動手段の手配や主将等

の学生代表者に対するリーダー研修等が挙げられる 18。

カ　運動部とOBOG会の関係

アンケート結果によれば、OBOG会が「ある」と回答した運動部は 251 運動部中 149 部であった。

OBOG 会は、運動部の OB・OG 等の関係者によって構成される運動部の支援組織であり、大学の

組織には含まれないとされる。

OBOG 会は、主に活動費や物品の差入れなどの支援を行うものの 19、運動部や部員を統括管理す

る立場にないことから、処分を行う権限はないことが通常である 20。

もっとも、アンケート結果によれば、251 運動部中 16 部（6.4%）において OBOG 会が当該運動

部の学生や指導者を処分する権限を有しているとのことであり、OBOG 会が部員や指導者に対して

処分を行う権限を有している運動部が存在する。また、事実上 OBOG 会が指導者を選任する権限を

有している運動部も存在する。

キ　運動部と保護者会（父母会）、後援会の関係

アンケート結果によれば、保護者会や後援会があると回答した運動部は 251 運動部中 32 部であっ

た。

保護者会や後援会は、部員の保護者、その他の運動部の関係者によって構成される運動部の支援組

織であり、大学の組織には含まれないとされる。

保護者会や後援会は、主に活動費や物品の差入れなどの支援を行うものの、運動部や部員を統括管

理する立場にないことから処分を行う権限はないとされる 21。

アンケート結果においても、保護者会や後援会が当該運動部の学生や指導者を処分する権限を有し

ていると回答した運動部はなかった。

ク　運動部とその他の第三者との関係

　運動部は、スポンサー（外部企業や個人）から支援を受けている場合がある。運動部自らスポンサー

と契約を締結している場合があるほか、特定の運動部のスポンサーであっても、当該運動部が契約当

事者になるのではなく、大学との間でスポンサー契約が締結される場合もある。

スポンサー契約の内容としては、スポンサーから運動部に対して金銭、物品その他の利益を提供す

る旨が定められる代わりに、運動部がスポンサーに対して一定の権利を与える旨や運動部が一定の事

項を遵守しなければならない旨が定められることがある。

また、運動部が、大学を通じて又は直接、旅行代理店等の第三者に遠征時のバスや宿泊等の手配を

依頼している場合や、スポーツメーカーなどの第三者から運動部の用具備品等を購入している場合が

ある。17　アンケート結果によれば、学友会や体育会等の学生自治組織から経済的支援を受けていると回答した運動部は 251運動部中 142部
　　 （56.5%）であり、学友会や体育会等の学生自治組織から経済的支援以外の支援を受けていると回答した運動部は 52運動部（20.7%）
　　 であった。
18　各運動部においては、学生自治組織との関係性を明らかにするためにも、運動部が学生自治組織に対して有する権利（経済的支援の内
　　 容、条件等）、運動部が学生自治組織に対して負う義務（運動部の遵守事項、禁止行為、違反時の処分等）の内容を明確にしておき、
　　 運動部内で参照できる状態にしておくことが望ましい。
19　アンケート結果によれば、251運動部中 151部（60.2%）が大学や学生自治組織以外（OBOG会、保護者会、後援会、スポンサーな
　　 ど）から経済的支援を受けており、60運動部（23.9%）が経済的支援以外の支援を受けているとのことである。
20　2021 年度事例集 8頁のとおり。 21　2021 年度事例集 8頁のとおり。
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学友会・体育会による運動部に対する支援については、経済的支援のほか、経済的支援以外の支援

が行われている 17。経済的支援以外の支援としては、遠征の際のバスなどの移動手段の手配や主将等

の学生代表者に対するリーダー研修等が挙げられる 18。

カ　運動部とOBOG会の関係

アンケート結果によれば、OBOG会が「ある」と回答した運動部は 251 運動部中 149 部であった。

OBOG 会は、運動部の OB・OG 等の関係者によって構成される運動部の支援組織であり、大学の

組織には含まれないとされる。

OBOG 会は、主に活動費や物品の差入れなどの支援を行うものの 19、運動部や部員を統括管理す

る立場にないことから、処分を行う権限はないことが通常である 20。

もっとも、アンケート結果によれば、251 運動部中 16 部（6.4%）において OBOG 会が当該運動

部の学生や指導者を処分する権限を有しているとのことであり、OBOG 会が部員や指導者に対して

処分を行う権限を有している運動部が存在する。また、事実上 OBOG 会が指導者を選任する権限を

有している運動部も存在する。

キ　運動部と保護者会（父母会）、後援会の関係

アンケート結果によれば、保護者会や後援会があると回答した運動部は 251 運動部中 32 部であっ

た。

保護者会や後援会は、部員の保護者、その他の運動部の関係者によって構成される運動部の支援組

織であり、大学の組織には含まれないとされる。

保護者会や後援会は、主に活動費や物品の差入れなどの支援を行うものの、運動部や部員を統括管

理する立場にないことから処分を行う権限はないとされる 21。

アンケート結果においても、保護者会や後援会が当該運動部の学生や指導者を処分する権限を有し

ていると回答した運動部はなかった。

ク　運動部とその他の第三者との関係

　運動部は、スポンサー（外部企業や個人）から支援を受けている場合がある。運動部自らスポンサー

と契約を締結している場合があるほか、特定の運動部のスポンサーであっても、当該運動部が契約当

事者になるのではなく、大学との間でスポンサー契約が締結される場合もある。

スポンサー契約の内容としては、スポンサーから運動部に対して金銭、物品その他の利益を提供す

る旨が定められる代わりに、運動部がスポンサーに対して一定の権利を与える旨や運動部が一定の事

項を遵守しなければならない旨が定められることがある。

また、運動部が、大学を通じて又は直接、旅行代理店等の第三者に遠征時のバスや宿泊等の手配を

依頼している場合や、スポーツメーカーなどの第三者から運動部の用具備品等を購入している場合が

ある。17　アンケート結果によれば、学友会や体育会等の学生自治組織から経済的支援を受けていると回答した運動部は 251運動部中 142部
　　 （56.5%）であり、学友会や体育会等の学生自治組織から経済的支援以外の支援を受けていると回答した運動部は 52運動部（20.7%）
　　 であった。
18　各運動部においては、学生自治組織との関係性を明らかにするためにも、運動部が学生自治組織に対して有する権利（経済的支援の内
　　 容、条件等）、運動部が学生自治組織に対して負う義務（運動部の遵守事項、禁止行為、違反時の処分等）の内容を明確にしておき、
　　 運動部内で参照できる状態にしておくことが望ましい。
19　アンケート結果によれば、251運動部中 151部（60.2%）が大学や学生自治組織以外（OBOG会、保護者会、後援会、スポンサーな
　　 ど）から経済的支援を受けており、60運動部（23.9%）が経済的支援以外の支援を受けているとのことである。
20　2021 年度事例集 8頁のとおり。 21　2021 年度事例集 8頁のとおり。
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アンケートやヒアリング結果、部則等の開示資料を踏まえて、運動部における規律についての現状を

分析する。

ア　部則

アンケート結果によれば、部則が「ある」と回答した運動部は 251 運動部中 185 部、「ない」と回

答したのは 66部であった。

ヒアリング結果によれば、アンケート結果で部則が「ある」と回答した運動部においては、部則の

名称を「部則」「規約」「規則」としているものが大多数であった 22。

イ　部則の制定経緯

ヒアリング結果によれば、運動部の発足当初から自主的に部則を制定した運動部もあれば、部則の

制定が大学の公認団体となるための条件であるために制定した運動部、不祥事が発生したことを契機

に自ら又は大学からのコンプライアンス強化の要請により部則を制定した運動部があった。

ウ　部則の適用対象

ヒアリング結果及び開示資料の検討結果によれば、部則は、運動部と部員との関係を規律するもの

として定められており、部則の適用対象は所属する部員に限定されているものが多かった。

また、後述 (3) イのとおり、運動部が独自に指導者に対する規程を定めている例は少なく、指導者

による不祥事が発生した場合は、内部指導者については大学の就業規則の懲戒処分規定を適用し、外

部指導者については業務委託契約の契約解除条項で契約を解除し、契約関係が不明確な場合は協議に

より指導者が辞任する例があった。

エ　部則の内容

ヒアリング結果及び開示資料の検討結果によれば、部則の内容は、部則の制定の経緯、部長又は監

督等の指導者の考え方や大学の方針等、様々な事情に影響を受けている。条文形式で詳細な規定が置

かれているものから、部員の行動規範や運動部の理念的な規定のみが 1 枚の用紙に箇条書きで簡潔に

まとめられているものまで様々であった。

詳細に定められている部則では、概ね、以下の内容が定められていた。

・運動部の名称、目的、活動内容

・部員の入部資格、在籍資格、入退部手続、休部

・個人情報の取扱い

・部の組織、部員総会

・部の会計、収支報告

・退部勧告

・部則の改廃

オ　部則の周知方法

ヒアリング結果によれば、部則を作成している大半の運動部が、部員に対し、部則を印刷した紙媒

体を配布することなどの方法により、部則の内容を周知していた。部員とその保護者が部則を遵守す

る旨の誓約書面に署名をした場合にのみ入部を認める運動部もあった。他方、部長のパソコンに部則

のデータが保存されているのみで、数年間にわたり部員にその存在を周知していない運動部もあった。

カ　部則の改訂手続

ヒアリング結果によれば、毎年部則の見直しを行っている運動部もあれば、部則制定以降 1 度も見

直しをしたことがない運動部もあった。部則の改訂に当たり、多くの運動部では、部長、監督等の指

導者が主導して進めて、部長等の運動部に係る大学の責任者が最終決定をしていた。

部則の改訂手続として、部員全員の同意を得る例もあれば、主将等の幹部部員だけから意見を聞く

例もあるなど、部員の関与形態は様々であったが、部員が改訂手続に全く関与しない運動部は少なかっ

た。

22　アンケート結果で部則が「ない」と回答した運動部のうち、規程という形式になっていなくとも、実際には部員が遵守すべき事項が
　　 明文で定められている例もあった。
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23　ヒアリング結果によれば、「ない」を選択した運動部でも、契約書という形ではなくとも、指導者に対して委嘱状を交付している、とい
　　 う運動部が多く見られた。なお、運動部が指導者に対して委嘱状を交付している場合には、法的には両者に業務委託契約関係が成立し
　　 ているものと捉えることができる。
24　大学に対するアンケート結果によれば、指導者との間に契約があると回答した大学は 69大学中 45大学（65.2%）であり、指導者が運
　　 動部と契約を締結していない場合であっても、当該指導者が大学と契約を締結している例もあると考えられる。
25　契約書の締結や委嘱状の交付がない場合であっても、法的に分析すれば、口頭又は黙示の業務委託契約が締結されている場合が多いも
　　 のと解される。

以下、運動部における指導者の法的位置付けにつき、運動部と指導者間の契約関係（後述ア）、運動

部における指導者に対する規程の有無や内容を分析する（後述イ）とともに、指導者の選定方法の現状（後

述ウ）について述べる。

ア　指導者との契約関係

アンケート結果によれば、指導者との間に契約が「ある」と回答した運動部は、251 運動部中 104

部であった。一方、147 運動部は、指導者との間で契約を締結していなかった 23 24。

多くの運動部では、指導者として部長（顧問）、監督、コーチが置かれていたが、コーチを置いて

いない例も見られた。

部長（顧問）については、大学との間で契約関係にある大学教職員が就いている例が多く見られた。

監督については、大学教職員が就く場合もあれば外部から派遣される場合もあった。この場合の契

約形態は、大学教職員であれば雇用契約又は業務委託契約、外部指導者であれば業務委託契約の締結

が多くを占めた。なお、前任の監督とは契約書を締結していたものの、新任の監督とは未だ契約書を

締結していないとする運動部があるなど、監督就任時に契約書の締結がなされておらず、書面での合

意が遅れている例があった。

コーチについては、部長や監督とは対照的に、契約書の締結をしていない運動部が多かったが、コー

チとの間で業務委託契約書を締結し、又は委嘱状を交付している運動部もあった 25。運動部の OB・

OGがボランティアとして無償又は少額の対価を得て指導を行っている例が多く見られた。

イ　指導者に対する規程

アンケート結果によれば、指導者を規律する規程が「ある」と回答した運動部は 251 運動部中 87

部であった。一方、164 運動部は、そのような規程は「ない」と回答した 26。

指導者に対する規程が「ある」と回答した運動部においても、外部指導者に対する規程は存在しな

いと回答する運動部が多く存在した 27。外部指導者に対する規程としては、採用時の実施要項や委嘱

時のガイドラインに定めている例があった。

ウ　指導者の選定方法

ヒアリング結果によれば、指導者の選定方法は運動部によって様々であり、同じ運動部であっても

都度異なる選定を行っていることもある。大学が選定する例、監督が監督以外の指導者を選定する例、

OBOG 会が選定する例、部長が選定する例、監督とコーチで共同して選定する例、前監督が引退す

る際に後継となる監督を選定する例等が見られた。

エ　法的位置付け

以上を鑑みると、指導者は、運動部又は大学との間で、書面（契約書、委嘱状や規程）又は口頭に

より何らかの契約関係が認められる場合が多いが、他方、外部指導者、とりわけコーチについては、

契約書や委嘱状が存在せず、その契約関係が必ずしも明確ではない場合も少なくないことから、当該

指導者が不祥事を起こした場合には、運動部及び大学が指導者に対し処分を行うなどの十分な対応が

できない可能性も想定される。

26　ヒアリング結果によれば、アンケートにおいて指導者に対する規程が「ない」旨を回答した運動部のうち、指導者固有の規程はないもの
　　 の、内部指導者に対しては教職員に適用される規程が適用されると回答した運動部があり、また、外部指導者に対して業務委託契約や委
　　 嘱状において指導者の遵守事項を示していると回答した運動部もあった。
27　2021 年度事例集 10頁によれば、当時の大学（110大学）へのアンケート結果として、運動部の指導者との間の契約や指導者に適用さ
　　 る規程が「ある」旨の回答をした大学は 58%であり、「ない」旨の回答をした大学は 42%であった。
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28　同一の大学であっても、大学から強化指定部として認定されている運動部は、大学に対する決算報告義務が課せられている一方で、大
　　 学から強化指定部として認定されていない運動部においては、大学に対する決算報告義務が課せられていないという事例も存在した。
29　報告義務がない場合においても、運動部が自主的に大学に対して報告している例もあった。

ア　予算の執行

ヒアリング結果によれば、予算の執行については、指導者の事前承認の下、会計担当の学生が行う

運動部が多かった。部員の自主性を尊重して、各部員に役割や権限を与え、会計担当の部員が自らの

判断で予算の作成、執行、決算を行う運動部においては、部員が支出案を作成する段階において指導

者の確認を必要とし、また、支出金額が大きい予算の執行については事前に指導者と協議することを

求めるなど、適切な予算管理を行う体制を採っている運動部が多かった。

一方で、予算の作成、執行、決算について、大学が一律で管理している運動部や、部長や監督等の

指導者、専任の事務担当者等がこれらを全て担当し、部員が全く関与しない運動部も存在した。

イ　大学等に対する部活動や決算等に係る報告義務

アンケート結果によれば、運動部において、大学・部員・その保護者等に対して、毎年事業報告や

決算報告に関する義務が「ある」と回答した運動部は、251運動部中182部であった。一方、69運動部は、

そのような報告義務は「ない」と回答した 28。

ヒアリング結果によれば、大学から経済的支援を受けている運動部の多くは、大学に対して少なく

とも決算報告に関する報告義務が課せられていたが 29、運動部が独自に部員から徴収する部費の使用

についてまでは報告義務の対象とされていない運動部が多かった。部費の使用については、徴収先で

ある部員や保護者に対して自主的に報告している運動部が散見された。

また、大学の運動部における予算執行制度が、運動部が実際に経費を支出した後に大学から精算を

受ける形で予算が執行される制度となっている例があり、運動部が大学に対して予算申請をするため

に当該年度の支出を全て報告することになっている運動部も存在した。

さらに、スポンサーから支援を受けている運動部では、当該スポンサーに対して、予算や決算報告

ではないものの、部員の紹介や活動報告を定期的に行っているという事例も存在した。

ウ　口座の管理監督体制

アンケート結果によれば、各運動部が活動資金を管理する口座が「ある」と回答した運動部は、

251 運動部中 219 部（87.3％）であった。一方、32運動部（12.7％）は、そのような口座が「ない」

と回答した。

ヒアリング結果によれば、口座の管理は、会計担当の部員か、指導者（大学の教職員）のいずれか

により行われ、大学等の運動部外から受領する経済的支援と部員から徴収する部費につき口座を分け

て管理するか、口座を分けずに１つの口座で管理する方法が採られていた。そのほか、運動部外から

受領する経済的支援は指導者（大学の教職員）が管理し、部員から徴収する部費は会計担当の部員が

管理するとしている運動部や、大学の事務局等の担当者が口座を管理している運動部も存在した。ま

た、部員から徴収した部費の一部につき、口座に預け入れず小口現金として管理している運動部も存

在した。

口座の名義人は、主に肩書付き（例えば、「●●大学 ×× 部　顧問」等）の指導者個人名、肩書付

きの会計担当者個人名、運動部の名称のみのいずれかであったが、大学等の運動部外から受領する経

済的支援と部員から徴収する部費の口座を別々に管理している運動部では、前者の口座の名義人を運

動部の名称とし、後者の口座の名義人を肩書付きの指導者又は会計担当の個人名を名義人としている

例があった。なお、会計担当の個人名を口座の名義人とした場合には、会計担当者が変わる度に名義

変更しなければならない点で不都合であるとの意見があった。
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エ　対外的な第三者との取引の契約主体

アンケート結果によれば、対外的な第三者との取引において運動部が契約当事者となって締結する

ことが「ある」と回答した運動部は、251 運動部中 106 部であった。一方、145 運動部は、運動部

が契約当事者となって締結することは「ない」と回答した。

運動部が第三者との間で取引を行おうとする場合、運動部の中で法人化して法人格を有しているも

のはごくわずかであり 30、ヒアリング結果によれば、契約書が作成されていないケースがほとんどで

あることから、契約主体が運動部なのか、大学、監督や学生等の運動部に所属する個人となっている

のかが法的に整理できておらず、その点が意識されていないことがほとんどである。

また、運動部が外部サービスを利用する場合において、多くは運動部名のみで利用申込をし、運動

部名のみで領収証等の発行を受けているようであるが、サービス提供事業者側の意向により責任者を

明確にする観点から部長又は会計責任者等の一定の運動部関係者の個人名を併記することを求められ

る例もあるようである。

部員や指導者が関与する不祥事が発生した場合の運動部の対応についてのアンケート結果やヒアリ

ング結果から、各運動部における不祥事への処分対応の現状を分析する。

ア　事案発生から処分までの流れ（端緒、大学・競技団体への報告、事実確認及び方針決定、不服申立て）

（ア）　不祥事対応の端緒

ヒアリング結果によれば、運動部における不祥事対応の端緒としては、指導者・部員による現認、

不祥事を起こした者による申告、警察、近隣住民、保護者等外部からの連絡等があった。また、大学

に設置された相談窓口やUNIVAS 相談窓口 31を通じて、不祥事が発覚する場合もある。

アンケート結果によれば、不祥事が発生した場合において、運動部関係者が相談できる窓口を大学

内に設置していると回答した大学は、69大学中 67大学であった。

31　https://www.univas.jp/soudan/

30　運動部が法人格を有していない点については、後述 3.(1) 参照。
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（イ）　大学又は競技団体への報告

アンケート結果によれば、運動部の処分を決定するに当たり、大学に対して報告義務が「ある」と

回答した運動部は 124 運動部中 66 部と半数を超える一方で、競技団体に対して報告義務が「ある」

と回答したのは 124 運動部中 25部であった。

ヒアリング結果によれば、運動部の部員又は指導者が不祥事を起こしたことを運動部が把握した場

合には、 (i) まず大学に報告し、学生部等の部署が主導して調査・処分等の対応をする（運動部は当該

調査について協力する）が、（ii）軽微な不祥事については、大学に報告せず、運動部の独自の判断で

対応を決定している運動部が多かった。

不祥事発生について大学に報告するか否かの判断基準については、部則や規程等に定めて運用して

いる運動部は見当たらなかったが、指導者らの裁量・協議によるとする運動部や、法令や学則に抵触

する場合には大学へ報告し、部則のみに違反する場合には運動部で独自に対応を決定すると整理して

いる運動部があった。

なお、不祥事発生時とともに処分決定時にも大学又は競技団体へ報告する運動部もあった。

（ウ）　事実確認及び対応方針の決定

ヒアリング結果によれば、不祥事の事実確認については、(i) 大学に不祥事を報告する事案について

は、当該不祥事の事実確認は大学が主導して実施し、運動部がこれに協力する場合が多く、他方、

（ii）大学に不祥事を報告しない事案については、監督等の指導者が、不祥事に関与した部員に対して

ヒアリングをするなどして事実確認を行う運動部が散見された。

また、不祥事の対応方針の決定については、(i) 大学に報告する事案については、当該大学の調査及

び処分を前提として、指導者らの協議・裁量により運動部としての独自の対応を決定し、他方、(ii)

大学に報告しない事案については、運動部として独自に実施した事実確認に基づいて、指導者らの協

議・裁量により対応を決定する運動部が散見された。

（エ）　不服申立て

アンケート結果によれば、運動部が下した処分に対して、運動部又は大学に対して不服申立てがなさ

れたことが「ある」と回答した運動部は 124 運動部中 9部のみであった。

ヒアリング結果によれば、運動部が下した処分について、大学又は運動部に対して過去に不服申立て

がなされたことが「ある」と回答した運動部の中には、運動部の退部処分に対して不服申立てがなされ

た結果、大学と運動部の間で処分の是非について協議が実施され、協議の結果退部処分は重過ぎるとい

う結論に至り、最終的には当該退部処分が撤回されたという事例もあった。

また、ヒアリング結果によれば、不服申立ての規程が存在すると回答した運動部も 68 運動部中 2 部

にとどまった。
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（イ）　大学又は競技団体への報告
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いる運動部があった。

なお、不祥事発生時とともに処分決定時にも大学又は競技団体へ報告する運動部もあった。

（ウ）　事実確認及び対応方針の決定
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う結論に至り、最終的には当該退部処分が撤回されたという事例もあった。
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イ　処分規程・基準の有無及び内容

（ア）　処分規程の有無

アンケート結果によれば、部員への処分を決定するための規程が「ある」と回答した運動部は 124

運動部中 55部であった。一方で、そのような規程が「ない」と回答した運動部は 69運動部であった。

また、指導者への処分を決定するための規程が「ある」と回答した運動部は 124 運動部中 31 部ある

一方で、規程が「ない」と回答した運動部が 93運動部あった 32。

ヒアリング結果によれば、運動部独自の処分を決定するための規程が「ある」と回答した運動部の

多くは、独立した規程（「処分規程」等）を設けるよりも、部則に処分に係る条項を設けていた。運

動部から開示を受けた部則をみると、軽微な違反にも退部等の重い処分を課すなど、その内容が直ち

に不合理なものは確認できなかったが、処分に至る手続を定めた規定はほとんど見受けられなかった。

（イ）　処分基準の有無

アンケート結果によれば、部員又は指導者への処分を決定するための基準が「ある」と回答した運動

部は 124 運動部中 31部であった。

ヒアリング結果によれば、アンケート結果において処分内容の判断基準について「ない」と回答した

運動部は、指導者が過去の事例や経験則に基づいて裁量で判断すると回答した運動部が大多数であった。

ヒアリング結果によれば、実際に処分を下す際に、処分内容の妥当性に関して、他運動部の同種類似

事案と比較して妥当か否か検討したいという意向を持っている運動部が存在した。

なお、ヒアリングを実施した運動部のうち、処分基準を設けていない運動部においても、同大学内に

おける過去の不祥事に対する処分事例をまとめ、同種同程度の不祥事を参考に処分を下すことにしてい

る運動部もあった。

32　ヒアリング結果によれば、アンケートにおいて部員へ処分を決定するための規程があると回答した運動部においても、実際は学則等
　　 学生全般に適用される規程を挙げる運動部も多かった。また、ヒアリングを実施した運動部において、指導者に対する規程を定めて
　　 いる運動部は見当たらず、指導者の不祥事に対しては、大学の処分規程や当該指導者との契約等が適用されると整理している運動部
　　 がほとんどであった。
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（ウ）　大学等による処分結果の考慮

アンケート結果によれば、運動部による処分の決定に当たって、大学や競技団体の処分の有無や内

容を考慮すると回答した運動部が 124 運動部中 52 部あったのに対して、考慮しないと回答した運動

部が 30運動部、「わからない」と回答した運動部が 42運動部あった。

ヒアリング結果によれば、大学や競技団体の処分の有無及び内容を考慮する運動部においては、大

学や競技団体によって処分がなされた場合には、重ねて運動部として処分すべきではないとの考えや、

運動部としての処分を検討するものの、大学や競技団体による処分と併せて過度に重くならないよう

にする（例えば、仮に大学が停学処分とした場合、運動部が独自に部活動の活動停止処分を下すとし

ても、その活動停止期間を当該停学処分期間に合わせるなど）必要があるとの考えに基づいて大学等

による処分結果を考慮しているとのことである。

ウ　事例紹介（アンケート・ヒアリング結果の分析）

アンケート結果によれば、過去 20 年間のうちに、運動部における不祥事（未成年者の飲酒・喫煙、

各種ハラスメント、薬物関係、交通事犯、その他犯罪行為等）が発生した事案を把握している運動部は、

251 運動部中 124 部であり、このうち運動部として何らかの処分をしたことがあると回答した運動

部は、81 運動部であった。一方で、127 運動部が、過去 20 年間で発生した不祥事の有無について把

握していない、又はわからないと回答した。

ヒアリング結果として、別紙「各運動部の処分事例（アンケート・ヒアリング結果の分析）」記載

の不祥事及び処分事例が確認された。同別紙記載の処分の有無及び軽重を決定するに当たっては、処

分規程や処分基準がないものの、指導者らの裁量又は協議によって判断したケースがほとんどであっ

た。

さらに、同別紙記載の事例の中には、一部の部員間の問題について、部全体に連帯責任として処分

をしているケースもあった。
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エ　不祥事発生の防止策の実情

アンケート結果によれば、不祥事発生防止のために運動部独自のコンプライアンス研修を実施して

いると回答した運動部は 251 運動部中 130 部であった。一方で、実施していないと回答した運動部

は 121 運動部であった 33。

ヒアリング結果によれば、コンプライアンス研修を実施していない運動部においても、実際に他運

動部で生じた不祥事やニュースで取り上げられた事例をミーティング等で周知し、運動部内で注意喚

起を行っていると答えた運動部が散見された。

また、必ずしも不祥事発生の防止に主眼を置いて実施しているわけではないものの、運動部の中に

は、部員同士で、例えば、どのようにすれば意見を言いやすい環境を作ることができるかなど、人間

性や心理的安全性等を議題としてディスカッションさせるイベントを主催・実施している例や、年に

数回、部員全体で自分たちのルールである部則の内容について確認や議論を実施している例があっ

た 34。

33　ヒアリング結果によれば、上記アンケート結果において「ある」と回答した運動部であっても、運動部独自にではなく、大学や競技団体
　　 において主催している研修に参加していると回答した運動部が複数あった。
34　このような施策は、研修とは別途、運動部内でのコンプライアンスの意識を高めるものとして有用と考えられ、不祥事の防止策として参
　　 考になると思われる。
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ア　運動部と権利義務の帰属

大学の運動部の中で法人化して法人格を有しているものはごくわずかであり、法人化していない運

動部については、権利能力 35がなく、運動部自体が独立した権利・義務の主体となることはできない。

もっとも、いわゆる「権利能力なき社団」36に該当する場合には、訴訟の当事者（民事訴訟法 29条）

や契約の当事者にもなり得るほか、その構成員全体のために権利を取得し、義務を負担するものと考

えられている。具体的には、団体の財産についてはその構成員が総有し、当該財産について各構成員

は使用収益する権利を持つが、処分は団体しか行うことができないとされる。また、団体の財産につ

いて各構成員に持分権はなく、その分割の請求もできないとされる。さらに、団体の債務については、

各構成員はその出資の限度でのみ責任を負うものと考えられている。

このような「権利能力なき社団」に該当し得るには、①団体としての組織を備え、②多数決の原則に

より運営がされ、③構成員の変更にもかかわらず団体そのものが存続し、④その組織によって代表の方

法、総会の運営、財産の管理その他団体としての主要な点が確定していることがいずれも必要である

とされている（最判昭和 39年 10 月 15 日民集 18巻 8号 1671 頁）。

イ　現状の分析

本手引書の作成に当たって実施したアンケート及びヒアリング結果によれば、ほとんどの部におい

て、部員の加入と引退といった構成員の変更にもかかわらず団体そのものが存続しているとの評価が

可能である（要件③）。他方で、例えば運動部における組織体制が定まっていないなど団体としての

組織（意思決定をする会議体等）を備えているとはいえない運動部（要件①）や、運動部の運営について、

顧問・部長や指導者等のみで意思決定をしたり、主将や主務・マネージャー等一部の幹部部員のみが

意思決定に参加したりするなど必ずしも多数決の原則により行われているとは評価できない運動部

（要件②）、代表者の選出方法や意思決定を行う会議体の運営、財産の管理方法等団体としての主要な

点が確定しているとは評価できない運動部（要件④）が相当数見受けられた。

よって、多くの運動部は、「権利能力なき社団」に該当しないと考えられる。

現状、いわゆる「権利能力なき社団」に該当するか否かを意識している運動部は少ないと考えられる。

その理由としては、前述 2.（4）エのとおり、運動部自身が独自に契約書を作成して契約をするケー

35　私法上の権利義務の帰属主体となることができる資格で、自然人と法人のみが持つ。
36　権利能力なき社団に当たるか否かはそれぞれの団体の個別事情によるが、一般的に、自治会や町内会、（法人化していない）マンション
　　 の管理組合等が権利能力なき社団の例として挙げられることが多い。

スがほとんどないこと、運動部名のみでサービスの利用申込等ができたり、領収証の発行を受けられ

たりするケースが多く、仮に運動部名のみで支障があるとしても部長又は会計責任者等の一定の個人

名を併記することで対応可能なケースが多いことなど、実務上運動部に不都合が生じる場面が限られ

ていることが考えられる。

また、現実に運動部内において何らかの紛争が生じたとしても、個人又は運動部を管理・監督する

大学の責任が問題となり、運動部が独自に法的な責任主体として紛争の当事者になるという事態も生

じてこなかったといえる 37。

ウ　課題

もっとも、法的には、「権利能力なき社団」に該当しない場合には、例えば運動部が購入した備品

等の所有関係が不明確になったり（誰の所有物か、部員全員の共有物かなど）、運動部名で負うこと

となった債務を誰が負うのか（申込みをした一個人なのか、部員全員が連帯して債務を負うのかなど）

という点が問題になったり、また運動部が行った処分に関して法的に争われた場合（例えば慰謝料請

求）に、運動部自体が法的責任を問われるのか、処分を決定した個人が法的責任を問われるのかが不

明確になったりという問題が発生し得るなど、運動部の一構成員にすぎない個人がその権利又は義務

の主体となることに起因する問題が生じる可能性がある。そのため、例えば、第三者との契約を履行

できなかった場合に氏名を併記した個人が責任を追及されるおそれがある。

そこで、運動部自体が法的な責任主体として活動するのか、それともあくまでも一個人又は運動部

を管理・監督する大学が法的な責任主体として活動するのかを意識した上で、組織体制を構築するこ

とが望ましい。

仮に運動部自体が法的な責任主体として活動する方向性を志向するのであれば、法人格を取得する

方法もあり得る。もっとも、法人格を取得しないとしても、「権利能力なき社団」に該当するように、

①運動部としての組織（意思決定をする会議体等）を作り、②総会等において運動部の運営について

多数決の原則を採用し、④代表者の選定方法や総会の運営、財産管理の方法等についてルールを定め

ておくことが考えられる。実際にこれらを定めるに当たっては、後述 4.(2) ～ (4) も参照されたい。

そうすることで、運動部が保有する財産や債務がその構成員全体のためのものであることが明確に

なり、不用意に構成員の一部が権利を得たり、義務を負ったりしないようにすることが可能となる。

本手引書の作成に当たって実施したヒアリング結果によれば、運動部が部員を処分するにあたって、

その根拠があいまいであったり、手続や判断過程がブラックボックス化するなどして、恣意的な処分等の

37　裁判例においても、運動部自体が法的責任主体として訴訟追行を行っている例は見受けられなかった。
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3. 運動部における
ガバナンス上の課題

　（1）運動部の権利能力（権利義務の帰属主体性）に係る課題

　（2）運動部による処分に係る課題



ア　運動部と権利義務の帰属

大学の運動部の中で法人化して法人格を有しているものはごくわずかであり、法人化していない運

動部については、権利能力 35がなく、運動部自体が独立した権利・義務の主体となることはできない。

もっとも、いわゆる「権利能力なき社団」36に該当する場合には、訴訟の当事者（民事訴訟法 29条）

や契約の当事者にもなり得るほか、その構成員全体のために権利を取得し、義務を負担するものと考

えられている。具体的には、団体の財産についてはその構成員が総有し、当該財産について各構成員

は使用収益する権利を持つが、処分は団体しか行うことができないとされる。また、団体の財産につ

いて各構成員に持分権はなく、その分割の請求もできないとされる。さらに、団体の債務については、

各構成員はその出資の限度でのみ責任を負うものと考えられている。

このような「権利能力なき社団」に該当し得るには、①団体としての組織を備え、②多数決の原則に

より運営がされ、③構成員の変更にもかかわらず団体そのものが存続し、④その組織によって代表の方

法、総会の運営、財産の管理その他団体としての主要な点が確定していることがいずれも必要である

とされている（最判昭和 39年 10 月 15 日民集 18巻 8号 1671 頁）。

イ　現状の分析

本手引書の作成に当たって実施したアンケート及びヒアリング結果によれば、ほとんどの部におい

て、部員の加入と引退といった構成員の変更にもかかわらず団体そのものが存続しているとの評価が

可能である（要件③）。他方で、例えば運動部における組織体制が定まっていないなど団体としての

組織（意思決定をする会議体等）を備えているとはいえない運動部（要件①）や、運動部の運営について、

顧問・部長や指導者等のみで意思決定をしたり、主将や主務・マネージャー等一部の幹部部員のみが

意思決定に参加したりするなど必ずしも多数決の原則により行われているとは評価できない運動部

（要件②）、代表者の選出方法や意思決定を行う会議体の運営、財産の管理方法等団体としての主要な

点が確定しているとは評価できない運動部（要件④）が相当数見受けられた。

よって、多くの運動部は、「権利能力なき社団」に該当しないと考えられる。

現状、いわゆる「権利能力なき社団」に該当するか否かを意識している運動部は少ないと考えられる。

その理由としては、前述 2.（4）エのとおり、運動部自身が独自に契約書を作成して契約をするケー

35　私法上の権利義務の帰属主体となることができる資格で、自然人と法人のみが持つ。
36　権利能力なき社団に当たるか否かはそれぞれの団体の個別事情によるが、一般的に、自治会や町内会、（法人化していない）マンション
　　 の管理組合等が権利能力なき社団の例として挙げられることが多い。

スがほとんどないこと、運動部名のみでサービスの利用申込等ができたり、領収証の発行を受けられ

たりするケースが多く、仮に運動部名のみで支障があるとしても部長又は会計責任者等の一定の個人

名を併記することで対応可能なケースが多いことなど、実務上運動部に不都合が生じる場面が限られ

ていることが考えられる。

また、現実に運動部内において何らかの紛争が生じたとしても、個人又は運動部を管理・監督する

大学の責任が問題となり、運動部が独自に法的な責任主体として紛争の当事者になるという事態も生

じてこなかったといえる 37。

ウ　課題

もっとも、法的には、「権利能力なき社団」に該当しない場合には、例えば運動部が購入した備品

等の所有関係が不明確になったり（誰の所有物か、部員全員の共有物かなど）、運動部名で負うこと

となった債務を誰が負うのか（申込みをした一個人なのか、部員全員が連帯して債務を負うのかなど）

という点が問題になったり、また運動部が行った処分に関して法的に争われた場合（例えば慰謝料請

求）に、運動部自体が法的責任を問われるのか、処分を決定した個人が法的責任を問われるのかが不

明確になったりという問題が発生し得るなど、運動部の一構成員にすぎない個人がその権利又は義務

の主体となることに起因する問題が生じる可能性がある。そのため、例えば、第三者との契約を履行

できなかった場合に氏名を併記した個人が責任を追及されるおそれがある。

そこで、運動部自体が法的な責任主体として活動するのか、それともあくまでも一個人又は運動部

を管理・監督する大学が法的な責任主体として活動するのかを意識した上で、組織体制を構築するこ

とが望ましい。

仮に運動部自体が法的な責任主体として活動する方向性を志向するのであれば、法人格を取得する

方法もあり得る。もっとも、法人格を取得しないとしても、「権利能力なき社団」に該当するように、

①運動部としての組織（意思決定をする会議体等）を作り、②総会等において運動部の運営について

多数決の原則を採用し、④代表者の選定方法や総会の運営、財産管理の方法等についてルールを定め

ておくことが考えられる。実際にこれらを定めるに当たっては、後述 4.(2) ～ (4) も参照されたい。

そうすることで、運動部が保有する財産や債務がその構成員全体のためのものであることが明確に

なり、不用意に構成員の一部が権利を得たり、義務を負ったりしないようにすることが可能となる。

本手引書の作成に当たって実施したヒアリング結果によれば、運動部が部員を処分するにあたって、

その根拠があいまいであったり、手続や判断過程がブラックボックス化するなどして、恣意的な処分等の

37　裁判例においても、運動部自体が法的責任主体として訴訟追行を行っている例は見受けられなかった。
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3. 運動部における
ガバナンス上の課題

　（1）運動部の権利能力（権利義務の帰属主体性）に係る課題

　（2）運動部による処分に係る課題



不適切な処分がなされ得る状況にあると考えられる例があった。そこで、本項では、運動部による処

分に係る課題について、以下、手続面、実体面等から検討を加える。

ア　手続面の問題点等

（ア）　根拠規定の存在

大学による処分（けん責、停学、退学等が想定される）ではなく、運動部が主体となって独自の処

分 38を課すには、大学における学則とは別個に処分の根拠規定が必要である。

部則には、その制定経緯も踏まえて分析的にみると、大学の規程において、運動部を含めた課外活

動等の団体の設置に当たって制定が求められる会則であるという場合と、大学の規程において何ら制

定根拠がないものの、専ら運動部における内部的な規律を定めるために、運動部が独自に定めたルー

ルであるという場合のいずれもがあり得る 39。前者の場合には、大学の規程を根拠に制定された会則

である以上、当該大学の学生であって大学の課外活動の一環として当該団体の構成員になった部員は、

会則たる部則に従うことが求められるといえる。また、後者の場合には、部則が、その制定時に部員

全員あるいは全部員から選定された幹部部員が内容を了承するなど民主的な方法により定められたも

のであり、新たな部員が当該運動部に加入する際に部則を遵守することに同意していると捉えること

ができれば 40、当該運動部の構成員は部則に従うことが求められているといえる。

したがって、いずれにせよ、多くの場合において部則は運動部の構成員に対して法的な効力を有す

るといえ、部則に処分に係る規定が存在すれば、当該規定に基づき、運動部は、その構成員に対して

処分をすることができると考えられる。しかしながら、前述 2.（5）イ（ア）のアンケート結果のとおり、

44.4％の運動部が部員に対する処分規程を持っているものの、半数近くは処分根拠となる規定を定め

ていなかった。処分根拠が存在しないまま処分を行うことは、理由なく部員のスポーツ権等を侵害す

ることになるため許されない。現状、運動部において独自に部員に処分を行うことがなかったとして

も、将来的に不祥事等が発生し、運動部が独自に処分を行う可能性がある場合には部則等において、

処分規程を設けておく必要がある。

なお、部則について、その策定主体が問題となり得るが、運動部は教育機関である大学の課外活動

のための団体であるのが通常であるから、運動部の指導者を含めた教職員が策定すること自体は合理

的である。そのため、必ずしも部員が策定主体となる必要はないものの、運動部が団体自治を有して

いる側面も考慮すれば、団体の構成員である部員との関係でも、少なくとも幹部部員と内容について

協議する場を設けるなど、策定や改訂作業に何らかの形で部員を関与させることが望ましい。特に、

法令や学則を超えた制限を課し（例えば、成年であっても喫煙・飲酒を禁ずる、頭髪等に制限を加え

るなど）、それに違反したときに処分等の不利益を課す場合には、処分の実質的根拠に疑義を生じさ

せないためにも、幹部部員と内容について協議することが望ましい。

（イ）　根拠規定の内容と周知

処分の根拠規定としての部則は、存在すればよいだけでなく、その内容が合理的であることに加え

て、その存在及び内容が部員に周知されている必要があると考えられる 41。

内容の合理性とは、運動部の秩序維持とともに、学生スポーツ・大学教育における教育的指導の観

点も踏まえてそのような規定を設ける必要性があり、かつ、その規定が部員のスポーツ権等の権利利

益を不当に制限するものでないことを指す。もっとも、前述 2.（5）イ（ア）のとおり、開示された

部則においてはその内容に不合理なものは見受けられなかったため、運用面での問題は措いて、規定

の内容自体が問題となるケースは限られると考えられる。

他方、部則の周知については、前述 2.（2）オのヒアリング結果のとおり、大半の運動部において、

入部時に説明する方法や部則を印刷した紙媒体を配布することなどの方法により、部員に周知してい

たものの、例えば、運動部の設立時に大学の規則によって団体規約の制定が必要であったために部則

を作ったものの、その後参照されなくなったなど、部則が一応存在するものの、その存在や内容が部

員に周知されていない例も見受けられた。

さらに、明文の規定がないものの、一定の処分の基準が不文律として存在するケースもあるが、指

導者の交代や時間の経過によって内容が曖昧となったり、恣意的な運用を助長するおそれがある。し

たがって、処分の根拠規定は、文書化して定めるべきである。

そして、処分根拠を定める場合には、少なくとも、処分事由（いかなる行為が処分の対象となるか）

と処分の種類・内容（退部、一定期間の活動停止等）を定めておく必要がある。なお、かかる処分の

限界については、後述イ（イ）を参照されたい。

（ウ）　処分手続について

処分根拠が定められていても、その処分が恣意的に行われては、部員のスポーツ権等を不当に侵害

することになるため、処分に至る手続も適正である必要がある。

前述 2.（5）イ（ア）のヒアリング結果のとおり、部則に処分規定（処分事由と処分の種類・内容）

を定めている運動部は一定数認められたものの、それらに加えて、処分を課すまでの手続についてま

で定めている運動部はごくわずかであった。そのため、処分の恣意的な運用を防ぐ観点からは、処分

手続についても部則において定めた上で周知しておくことが望ましい。

そして、処分手続について部則に定めがあるか否かにかかわらず、運動部が処分を課すプロセスと

して、少なくとも、処分対象者に処分対象となる事実（法令違反等の問題行動等）を伝えた上で、弁

明の機会（言い分を述べる機会）を与える必要がある。その上で、運動部は、処分対象となる事実が

38　ここでいう処分とは、試合結果やパフォーマンスの内容等を理由に選手に対して走り込みなどのトレーニングを課すといった行為は含
　　 めておらず、法令や学則、部則に違反するなどの問題行為や部費の滞納、無断欠席、相当日数の練習への不参加等を理由として、運動
　　 部におけるスポーツとは異なる活動の強制、練習や試合への参加禁止、停部、退部等を課すことを想定している。
39　前者のケースが多いと考えられるが、前者であれば、指導者等が部則を制定・改廃することに馴染みやすい一方、後者の場合であれば、
　　 指導者等が部則を一方的に制定・改廃することは馴染まないと考えられるが、いずれにせよ、部員にも何らかの形で部則の制定・改廃
　　 に関与させることが望ましい。
40　この点を明確にするために、前述 2.（2）オのとおり、運動部への入部届に部則を遵守する旨の誓約を盛り込むことも考えられる。 41　詳細は、2020 年度事例集 9頁以下参照。

38　ここでいう処分とは、試合結果やパフォーマンスの内容等を理由に選手に対して走り込みなどのトレーニングを課すといった行為は含
　　 めておらず、法令や学則、部則に違反するなどの問題行動や部費の滞納、無断欠席、相当日数の練習への不参加等を理由として、運動
　　 部におけるスポーツとは異なる活動の強制、練習や試合への参加禁止、停部、退部等を課すことを想定している。
39　前者のケースが多いと考えられるが、前者であれば、指導者等が部則を制定・改廃することに馴染みやすい一方、後者の場合であれば、
　　 指導者等が部則を一方的に制定・改廃することは馴染まないと考えられるが、いずれにせよ、部員にも何らかの形で部則の制定・改廃
　　 に関与させることが望ましい。
40　この点を明確にするために、前述 2.（2）オのとおり、運動部への入部届に部則を遵守する旨の誓約を盛り込むことも考えられる。
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不適切な処分がなされ得る状況にあると考えられる例があった。そこで、本項では、運動部による処

分に係る課題について、以下、手続面、実体面等から検討を加える。

ア　手続面の問題点等

（ア）　根拠規定の存在

大学による処分（けん責、停学、退学等が想定される）ではなく、運動部が主体となって独自の処

分 38を課すには、大学における学則とは別個に処分の根拠規定が必要である。

部則には、その制定経緯も踏まえて分析的にみると、大学の規程において、運動部を含めた課外活

動等の団体の設置に当たって制定が求められる会則であるという場合と、大学の規程において何ら制

定根拠がないものの、専ら運動部における内部的な規律を定めるために、運動部が独自に定めたルー

ルであるという場合のいずれもがあり得る 39。前者の場合には、大学の規程を根拠に制定された会則

である以上、当該大学の学生であって大学の課外活動の一環として当該団体の構成員になった部員は、

会則たる部則に従うことが求められるといえる。また、後者の場合には、部則が、その制定時に部員

全員あるいは全部員から選定された幹部部員が内容を了承するなど民主的な方法により定められたも

のであり、新たな部員が当該運動部に加入する際に部則を遵守することに同意していると捉えること

ができれば 40、当該運動部の構成員は部則に従うことが求められているといえる。

したがって、いずれにせよ、多くの場合において部則は運動部の構成員に対して法的な効力を有す

るといえ、部則に処分に係る規定が存在すれば、当該規定に基づき、運動部は、その構成員に対して

処分をすることができると考えられる。しかしながら、前述 2.（5）イ（ア）のアンケート結果のとおり、

44.4％の運動部が部員に対する処分規程を持っているものの、半数近くは処分根拠となる規定を定め

ていなかった。処分根拠が存在しないまま処分を行うことは、理由なく部員のスポーツ権等を侵害す

ることになるため許されない。現状、運動部において独自に部員に処分を行うことがなかったとして

も、将来的に不祥事等が発生し、運動部が独自に処分を行う可能性がある場合には部則等において、

処分規程を設けておく必要がある。

なお、部則について、その策定主体が問題となり得るが、運動部は教育機関である大学の課外活動

のための団体であるのが通常であるから、運動部の指導者を含めた教職員が策定すること自体は合理

的である。そのため、必ずしも部員が策定主体となる必要はないものの、運動部が団体自治を有して

いる側面も考慮すれば、団体の構成員である部員との関係でも、少なくとも幹部部員と内容について

協議する場を設けるなど、策定や改訂作業に何らかの形で部員を関与させることが望ましい。特に、

法令や学則を超えた制限を課し（例えば、成年であっても喫煙・飲酒を禁ずる、頭髪等に制限を加え

るなど）、それに違反したときに処分等の不利益を課す場合には、処分の実質的根拠に疑義を生じさ

せないためにも、幹部部員と内容について協議することが望ましい。

（イ）　根拠規定の内容と周知

処分の根拠規定としての部則は、存在すればよいだけでなく、その内容が合理的であることに加え

て、その存在及び内容が部員に周知されている必要があると考えられる 41。

内容の合理性とは、運動部の秩序維持とともに、学生スポーツ・大学教育における教育的指導の観

点も踏まえてそのような規定を設ける必要性があり、かつ、その規定が部員のスポーツ権等の権利利

益を不当に制限するものでないことを指す。もっとも、前述 2.（5）イ（ア）のとおり、開示された

部則においてはその内容に不合理なものは見受けられなかったため、運用面での問題は措いて、規定

の内容自体が問題となるケースは限られると考えられる。

他方、部則の周知については、前述 2.（2）オのヒアリング結果のとおり、大半の運動部において、

入部時に説明する方法や部則を印刷した紙媒体を配布することなどの方法により、部員に周知してい

たものの、例えば、運動部の設立時に大学の規則によって団体規約の制定が必要であったために部則

を作ったものの、その後参照されなくなったなど、部則が一応存在するものの、その存在や内容が部

員に周知されていない例も見受けられた。

さらに、明文の規定がないものの、一定の処分の基準が不文律として存在するケースもあるが、指

導者の交代や時間の経過によって内容が曖昧となったり、恣意的な運用を助長するおそれがある。し

たがって、処分の根拠規定は、文書化して定めるべきである。

そして、処分根拠を定める場合には、少なくとも、処分事由（いかなる行為が処分の対象となるか）

と処分の種類・内容（退部、一定期間の活動停止等）を定めておく必要がある。なお、かかる処分の

限界については、後述イ（イ）を参照されたい。

（ウ）　処分手続について

処分根拠が定められていても、その処分が恣意的に行われては、部員のスポーツ権等を不当に侵害

することになるため、処分に至る手続も適正である必要がある。

前述 2.（5）イ（ア）のヒアリング結果のとおり、部則に処分規定（処分事由と処分の種類・内容）

を定めている運動部は一定数認められたものの、それらに加えて、処分を課すまでの手続についてま

で定めている運動部はごくわずかであった。そのため、処分の恣意的な運用を防ぐ観点からは、処分

手続についても部則において定めた上で周知しておくことが望ましい。

そして、処分手続について部則に定めがあるか否かにかかわらず、運動部が処分を課すプロセスと

して、少なくとも、処分対象者に処分対象となる事実（法令違反等の問題行動等）を伝えた上で、弁

明の機会（言い分を述べる機会）を与える必要がある。その上で、運動部は、処分対象となる事実が

38　ここでいう処分とは、試合結果やパフォーマンスの内容等を理由に選手に対して走り込みなどのトレーニングを課すといった行為は含
　　 めておらず、法令や学則、部則に違反するなどの問題行為や部費の滞納、無断欠席、相当日数の練習への不参加等を理由として、運動
　　 部におけるスポーツとは異なる活動の強制、練習や試合への参加禁止、停部、退部等を課すことを想定している。
39　前者のケースが多いと考えられるが、前者であれば、指導者等が部則を制定・改廃することに馴染みやすい一方、後者の場合であれば、
　　 指導者等が部則を一方的に制定・改廃することは馴染まないと考えられるが、いずれにせよ、部員にも何らかの形で部則の制定・改廃
　　 に関与させることが望ましい。
40　この点を明確にするために、前述 2.（2）オのとおり、運動部への入部届に部則を遵守する旨の誓約を盛り込むことも考えられる。 41　詳細は、2020 年度事例集 9頁以下参照。

38　ここでいう処分とは、試合結果やパフォーマンスの内容等を理由に選手に対して走り込みなどのトレーニングを課すといった行為は含
　　 めておらず、法令や学則、部則に違反するなどの問題行動や部費の滞納、無断欠席、相当日数の練習への不参加等を理由として、運動
　　 部におけるスポーツとは異なる活動の強制、練習や試合への参加禁止、停部、退部等を課すことを想定している。
39　前者のケースが多いと考えられるが、前者であれば、指導者等が部則を制定・改廃することに馴染みやすい一方、後者の場合であれば、
　　 指導者等が部則を一方的に制定・改廃することは馴染まないと考えられるが、いずれにせよ、部員にも何らかの形で部則の制定・改廃
　　 に関与させることが望ましい。
40　この点を明確にするために、前述 2.（2）オのとおり、運動部への入部届に部則を遵守する旨の誓約を盛り込むことも考えられる。
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認められるか否か、その他処分を決定するに際して参考となる事情（動機や経緯、過去の違反の有無等）

を判断し、処分を決定する必要がある。

運動部として処分を行うに当たり、その審査、決定を行う者の中立性が求められるところ、複数名

による合議制とし、大学の教職員の地位にある部長や顧問、内部指導者をその構成員に加えることが

考えられる 42。これにより、大学教職員が当該運動部外の不祥事対応等について有する知見も活かす

ことが期待できる。また、学生による自主的な運動部の運営という観点から、合議体に部員も加える

ほか、より中立的な立場として OB や保護者を加えることも考えられるが、いずれにしても公正な処

分がなされるように留意する必要がある。

適切な処分手続として、不利益処分を受けた部員や指導者が処分に対して不服申立てができる制度

を設けることが望ましい。現実的には、運動部が独自にそのような制度を構築することは難しいと考

えられるので、例えば、大学と連携をして、不服申立てがあった場合の対応についても協議検討して

おくことが考えられる。不服申立制度を実質的に保障するためにも、処分の対象となる行為及び処分

結果が明確となるようこれらを記載した書面によって処分を告知するとともに、不服申立てが可能で

ある旨も併せて書面で告知することが望ましい。ヒアリング結果によれば、不服申立先については、

運動部の規模や体制等にもよるが、大学を想定している運動部が見受けられた。

（エ）大学への情報連携等

前述 2.（5）ア（イ）のアンケート結果によれば、運動部による処分を決定するに当たり、大学に

対する報告義務があると認識している運動部は 53.2% であったが、運動部が大学の課外活動のため

の団体であることを鑑みれば、運動部で処分を行う場合には、大学に情報を報告することが望ましい。

大学に速やかに情報を連携することにより、大学における不祥事対応の知見等を活かすなどして、不

祥事発生直後から迅速かつ適切な対応ができ、二次被害の発生等を防止し、ひいては部員の安全安心、

運動部の社会的評価等を守ることにも繋がる。

特に、不祥事事案においては、処分対象となる事実が法令や学則に違反するなど、運動部内の問題

行動等にとどまらず、大学においてもその処分を検討する必要性が認められる事案も多いと考えられ

るところ、運動部は当該事実を認識した後速やかに大学に情報を共有する必要があると考えられる。

この場合には、大学による事実関係の調査等に運動部も参加するなどして、被調査者の負担を軽減す

ることが望ましい。

大学が自らの大学の運動部における不祥事事案やその処分内容を把握収集できれば、大学側から各

運動部に対し不祥事事案を共有してその予防や対応に向けた指導等を行いやすくできるほか、運動部

が処分内容を検討する際に他事例を参照しやすくなり、また、運動部間における処分の不公平の解消

にもつながると考えられる。

イ　実体面の問題点等

（ア）処分の合理性、相当性

処分は、問題行動等に応じた不利益を課すためのものであるから、処分の軽重は、問題行動等の内

容（法令、学則、部則等のルール違反の内容）の重さを基本として判断すべきである。具体的には、

行為の態様や悪質性、結果の重大性等、問題行動自体に関連した事情を中心に据えて処分を判断すべ

きであり 43、問題行動等と直接は関係しない事情（例えば、本人の競技能力、日頃の練習等における

態度やパフォーマンス、被害者の処罰感情、学年等が挙げられる）は付随的に考慮するにとどめるべ

きである。

他方、運動部が教育機関たる大学の課外活動のための団体であることを踏まえれば、教育指導的な

視点を一定程度考慮（例えば、本人の事後の反省態度を重視したり、大学や競技団体等による先行処

分の有無及び内容並びに事実上の制裁、親等の周囲の者との関わりを考慮したりするなど）すること

は問題ないと考えられる。

個々の問題行動等について処分内容を決定するに当たっては、個々の行為ごとにそれぞれの事情や

背景があるなど、一律の判断をすることが難しい場合も多く、処分内容を決定する際には判断権者に

一定の裁量があると考えられる。しかしながら、言うまでもなく、処分の対象となる事実と比べて、

過度に重い処分を課すことは相当ではなく、当該事実の性質や態様等に照らして、社会通念上相当な

処分を課す必要がある。特に、退部に関しては、例えばスポーツ推薦による入学者や特待生、奨学金

受給者、運動部の寮に入寮している者が退部をした場合、経済的に大学生活を続けられなくなるなど

事実上の退学勧奨となる可能性も否定できないため、慎重な検討が必要であると考えられる。

社会通念から逸脱した過度な処分や恣意的な処分を防ぎ、処分の公平性や透明性を確保する観点か

らは、どのような行為に対してはどのような処分が選択肢になるということを示すなどした、一定の

処分基準を設けておくことが考えられる。もっとも、そのような処分基準を設けている運動部はほと

んど存在せず、処分の判断権者が過去の事例や経験則に基づいて裁量で判断するという運動部がほと

んどであった。運動部単体では事例の蓄積がないことが多く、基準を作ることは現実的ではないケー

スが多いと思われるが、大学を通じて運動部の処分事例を集約して参照し、又は本手引書を参考にす

るなどして、処分内容の合理性、相当性を検討することが考えられる。

加えて、処分内容は明確かつ具体的である必要がある。ヒアリング結果によれば、例えば、練習等

への参加禁止という処分について、その期間が定められていない場合もあったが、期間が不明確であ

ると、事実上その処分の軽重を練習等への参加の再開時期の決定権者が決めることと同義になってし

まうことから、期間についても明確に定める必要がある。

反省状況等を踏まえて最終的な期間を決定する必要があるとしても、少なくとも期間の上限を定め

ておく必要がある。この場合において、学生スポーツ・大学教育における教育指導的観点から、処分

の決定後に反省状況等を踏まえて上限よりも短い処分期間とすることは問題ないが、その決定主体に

42　指導者が何らかの形で不祥事事案に関与している場合には、当該指導者は事実調査や処分審査を担当すべきではなく、中立性のある者
　　 を構成員とすべきである。

43　処分を検討する際に、考慮すべき事項を十分考慮せず合理性のない判断をすることのないように注意する必要がある。例えば、喧嘩に
　　 よる暴力事案において、被害部員にも挑発的な言動があり、それに誘発されたことを全く考慮しないことは相当ではないといえる。
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認められるか否か、その他処分を決定するに際して参考となる事情（動機や経緯、過去の違反の有無等）

を判断し、処分を決定する必要がある。

運動部として処分を行うに当たり、その審査、決定を行う者の中立性が求められるところ、複数名

による合議制とし、大学の教職員の地位にある部長や顧問、内部指導者をその構成員に加えることが

考えられる 42。これにより、大学教職員が当該運動部外の不祥事対応等について有する知見も活かす

ことが期待できる。また、学生による自主的な運動部の運営という観点から、合議体に部員も加える

ほか、より中立的な立場として OB や保護者を加えることも考えられるが、いずれにしても公正な処

分がなされるように留意する必要がある。

適切な処分手続として、不利益処分を受けた部員や指導者が処分に対して不服申立てができる制度

を設けることが望ましい。現実的には、運動部が独自にそのような制度を構築することは難しいと考

えられるので、例えば、大学と連携をして、不服申立てがあった場合の対応についても協議検討して

おくことが考えられる。不服申立制度を実質的に保障するためにも、処分の対象となる行為及び処分

結果が明確となるようこれらを記載した書面によって処分を告知するとともに、不服申立てが可能で

ある旨も併せて書面で告知することが望ましい。ヒアリング結果によれば、不服申立先については、

運動部の規模や体制等にもよるが、大学を想定している運動部が見受けられた。

（エ）大学への情報連携等

前述 2.（5）ア（イ）のアンケート結果によれば、運動部による処分を決定するに当たり、大学に

対する報告義務があると認識している運動部は 53.2% であったが、運動部が大学の課外活動のため

の団体であることを鑑みれば、運動部で処分を行う場合には、大学に情報を報告することが望ましい。

大学に速やかに情報を連携することにより、大学における不祥事対応の知見等を活かすなどして、不

祥事発生直後から迅速かつ適切な対応ができ、二次被害の発生等を防止し、ひいては部員の安全安心、

運動部の社会的評価等を守ることにも繋がる。

特に、不祥事事案においては、処分対象となる事実が法令や学則に違反するなど、運動部内の問題

行動等にとどまらず、大学においてもその処分を検討する必要性が認められる事案も多いと考えられ

るところ、運動部は当該事実を認識した後速やかに大学に情報を共有する必要があると考えられる。

この場合には、大学による事実関係の調査等に運動部も参加するなどして、被調査者の負担を軽減す

ることが望ましい。

大学が自らの大学の運動部における不祥事事案やその処分内容を把握収集できれば、大学側から各

運動部に対し不祥事事案を共有してその予防や対応に向けた指導等を行いやすくできるほか、運動部

が処分内容を検討する際に他事例を参照しやすくなり、また、運動部間における処分の不公平の解消

にもつながると考えられる。

イ　実体面の問題点等

（ア）処分の合理性、相当性

処分は、問題行動等に応じた不利益を課すためのものであるから、処分の軽重は、問題行動等の内

容（法令、学則、部則等のルール違反の内容）の重さを基本として判断すべきである。具体的には、

行為の態様や悪質性、結果の重大性等、問題行動自体に関連した事情を中心に据えて処分を判断すべ

きであり 43、問題行動等と直接は関係しない事情（例えば、本人の競技能力、日頃の練習等における

態度やパフォーマンス、被害者の処罰感情、学年等が挙げられる）は付随的に考慮するにとどめるべ

きである。

他方、運動部が教育機関たる大学の課外活動のための団体であることを踏まえれば、教育指導的な

視点を一定程度考慮（例えば、本人の事後の反省態度を重視したり、大学や競技団体等による先行処

分の有無及び内容並びに事実上の制裁、親等の周囲の者との関わりを考慮したりするなど）すること

は問題ないと考えられる。

個々の問題行動等について処分内容を決定するに当たっては、個々の行為ごとにそれぞれの事情や

背景があるなど、一律の判断をすることが難しい場合も多く、処分内容を決定する際には判断権者に

一定の裁量があると考えられる。しかしながら、言うまでもなく、処分の対象となる事実と比べて、

過度に重い処分を課すことは相当ではなく、当該事実の性質や態様等に照らして、社会通念上相当な

処分を課す必要がある。特に、退部に関しては、例えばスポーツ推薦による入学者や特待生、奨学金

受給者、運動部の寮に入寮している者が退部をした場合、経済的に大学生活を続けられなくなるなど

事実上の退学勧奨となる可能性も否定できないため、慎重な検討が必要であると考えられる。

社会通念から逸脱した過度な処分や恣意的な処分を防ぎ、処分の公平性や透明性を確保する観点か

らは、どのような行為に対してはどのような処分が選択肢になるということを示すなどした、一定の

処分基準を設けておくことが考えられる。もっとも、そのような処分基準を設けている運動部はほと

んど存在せず、処分の判断権者が過去の事例や経験則に基づいて裁量で判断するという運動部がほと

んどであった。運動部単体では事例の蓄積がないことが多く、基準を作ることは現実的ではないケー

スが多いと思われるが、大学を通じて運動部の処分事例を集約して参照し、又は本手引書を参考にす

るなどして、処分内容の合理性、相当性を検討することが考えられる。

加えて、処分内容は明確かつ具体的である必要がある。ヒアリング結果によれば、例えば、練習等

への参加禁止という処分について、その期間が定められていない場合もあったが、期間が不明確であ

ると、事実上その処分の軽重を練習等への参加の再開時期の決定権者が決めることと同義になってし

まうことから、期間についても明確に定める必要がある。

反省状況等を踏まえて最終的な期間を決定する必要があるとしても、少なくとも期間の上限を定め

ておく必要がある。この場合において、学生スポーツ・大学教育における教育指導的観点から、処分

の決定後に反省状況等を踏まえて上限よりも短い処分期間とすることは問題ないが、その決定主体に

42　指導者が何らかの形で不祥事事案に関与している場合には、当該指導者は事実調査や処分審査を担当すべきではなく、中立性のある者
　　 を構成員とすべきである。

43　処分を検討する際に、考慮すべき事項を十分考慮せず合理性のない判断をすることのないように注意する必要がある。例えば、喧嘩に
　　 よる暴力事案において、被害部員にも挑発的な言動があり、それに誘発されたことを全く考慮しないことは相当ではないといえる。
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ついても、当初の処分時に決定しておく必要がある。その主体は必ずしも当初の決定主体と同様であ

る必要はなく、監督や部長等の指導者等に委ねることも考えられる 44。

以上のとおり、処分の決定後に期間を短縮する可能性があるとしても、少なくとも処分の決定時に

期間の上限は定めておくべきである。

（イ）処分の限界

運動部における処分については、当該運動部内で完結するものである必要がある。すなわち、運動

部における処分は、当該部員が当該運動部に所属し、その運動部内において適用される規定に基づい

て、内部規律の問題としてなされる処分であるため、運動部内部の規律を超えて、例えば学籍に係る

処分（停学や退学等）や運動部に指定等の権限がない場合における特待生やスポーツ推薦等の資格の

はく奪等の処分はすることができない。

したがって、部則に処分規定を定める場合には、この点を意識して、運動部内で完結する処分とし

ておく必要がある。

ウ　その他の問題点等

（ア）部員による自発的な活動自粛等について

ヒアリング結果によれば、運動部において、問題行動等が生じた場合において、指導者等から一方

的に何らかの処分を課すことはしないものの、部内ミーティングを開催させたり、対象の部員に反省

～運動部における教育的指導～

ヒアリング結果によれば、運動部が大学の課外活動のための団体であり、学生スポーツ・

大学教育における教育的な側面を重視して、運動部として独自の処分をすることを想定

していないとする運動部も存在した。

また、対象の部員の人格的な成長等のための教育的な指導に留め、退部、練習への不

参加等、運動部におけるスポーツ活動の制限を行うことはせずに、例えば部室の清掃等

を一定期間行わせる、反省文を書かせる、指定図書の読書とその感想文の提出を求める

といった指導のみを行うとする運動部も存在した。

もとより、このような考えに従って、運動部として独自の処分をせず、又は教育的な

指導に留めること自体に問題はない。もっとも、後者のような「指導」は、一定の時間

的な拘束等の不利益を与える側面があることは否定できない。したがって、本手引書で

定義する「処分」と同等の手続までは求められないが、後者のような「指導」を行う場

合であっても、慎重な手続きを踏んだ上で行うことが望まれる。

44　定期の処分（例えば 1か月の練習参加禁止）を課した後に、その後の状況を踏まえて処分期間を短縮することも考えられるが、その場
　　 合には、処分の変更となることから、当初の処分の決定主体と同じ主体がその判断をする必要があると考えられる。なお、当然のこと
　　 ながら、一度決定した処分を被処分者に不利益に変更することはいかなる主体であっても不可能である。

を促したりするなどして、当該部員又は一定の部員ら若しくは部員全員にどのように対応させるか検

討させるというケースが散見された。このような部員らによる検討の結果、一定期間の練習等の自粛

が決定されるケースもあるようである。

このような決定が、真に部員らの総意による自発的なものであれば、問題となる余地は小さいもの

の、例えば一部の部員らによる決定にすぎなかったり、事実上、一定の不利益を部員全員が甘受すべ

きことが指導者等により示唆されていたり、暗黙のルールがあり、それに従って、部員らが自粛を決

定したりしているような場合には、真に部員らの総意による自発的な決定とはいえないおそれがある。

このような場合、本来あるべき適正手続に則らずに処分を課すことと同視され、不相当な処分と評価

される可能性がある。

したがって、特定の問題行動等があった場合において、その再発防止の観点から、部内でミーティ

ングなどを行うことに問題はなく、むしろ推奨されることではあるものの、同ミーティングなどにお

いて何らかの不利益を課すことを検討する場合には慎重に判断すべきである。

（イ）連帯責任について

運動部においてスポーツをする権利を制約する効果を持つ処分には、その制約を正当化するだけの

根拠が必要であるところ、問題行動等をした個人に、相応の処分を課すことは問題がないと考えられ

るものの、当該違反行為者だけでなく、他の部員や所属運動部全体に連帯責任を課すような処分をす

ることには問題が生じ得る。

処分は、一般に、問題行動等をした個人に対して問題行動等に応じた不利益を課すために行われる

ものである。もっとも、大学の課外活動のための団体である運動部においては、それに加え、当該部

員に対する教育的な指導をするという側面もあるほか、当該違反行為者だけでなく、他の部員や当該

運動部自体に対し、将来、違反行為をしないようけん制したり、教育したりするという一般予防とし

ての目的も想定される。しかし、運動部自体に対して処分を課せば、部員全員のスポーツ権に対する

制約となることから、通常、運動部自体に対する処分により生じる不利益は大きく、一般予防的な目

的達成のために運動部自体の処分をする必要性が認められるケースは限られ、そのバランスを欠く場

合には、不相当な処分と評価される可能性がある。

したがって、部員個人に違反行為があった場合の責任は、その行為を行った個人のみが負うのが原

則であり、他の部員や運動部自体に対する処分が許されるのは、処分をすることで将来の違反行為を

未然に防ぐ必要性が特に認められるなどの特段の事情がある例外的な場面45に限るべきである。なお、

運動部自体の活動停止等については、前述 ( ア ) で示したような自粛という形で行われることも多い。

45　想定される例としては、運動部の関係者が、その運動部内のコミュニティによって組織的に違反行為をした場合や違反行為者が少数であ
　　 るものの運動部内においてその違反行為が周知の事実であったにもかかわらず皆が黙認していた場合等があり得る。
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ついても、当初の処分時に決定しておく必要がある。その主体は必ずしも当初の決定主体と同様であ

る必要はなく、監督や部長等の指導者等に委ねることも考えられる 44。

以上のとおり、処分の決定後に期間を短縮する可能性があるとしても、少なくとも処分の決定時に

期間の上限は定めておくべきである。

（イ）処分の限界

運動部における処分については、当該運動部内で完結するものである必要がある。すなわち、運動

部における処分は、当該部員が当該運動部に所属し、その運動部内において適用される規定に基づい

て、内部規律の問題としてなされる処分であるため、運動部内部の規律を超えて、例えば学籍に係る

処分（停学や退学等）や運動部に指定等の権限がない場合における特待生やスポーツ推薦等の資格の

はく奪等の処分はすることができない。

したがって、部則に処分規定を定める場合には、この点を意識して、運動部内で完結する処分とし

ておく必要がある。

ウ　その他の問題点等

（ア）部員による自発的な活動自粛等について

ヒアリング結果によれば、運動部において、問題行動等が生じた場合において、指導者等から一方

的に何らかの処分を課すことはしないものの、部内ミーティングを開催させたり、対象の部員に反省

～運動部における教育的指導～

ヒアリング結果によれば、運動部が大学の課外活動のための団体であり、学生スポーツ・

大学教育における教育的な側面を重視して、運動部として独自の処分をすることを想定

していないとする運動部も存在した。

また、対象の部員の人格的な成長等のための教育的な指導に留め、退部、練習への不

参加等、運動部におけるスポーツ活動の制限を行うことはせずに、例えば部室の清掃等

を一定期間行わせる、反省文を書かせる、指定図書の読書とその感想文の提出を求める

といった指導のみを行うとする運動部も存在した。

もとより、このような考えに従って、運動部として独自の処分をせず、又は教育的な

指導に留めること自体に問題はない。もっとも、後者のような「指導」は、一定の時間

的な拘束等の不利益を与える側面があることは否定できない。したがって、本手引書で

定義する「処分」と同等の手続までは求められないが、後者のような「指導」を行う場

合であっても、慎重な手続きを踏んだ上で行うことが望まれる。

44　定期の処分（例えば 1か月の練習参加禁止）を課した後に、その後の状況を踏まえて処分期間を短縮することも考えられるが、その場
　　 合には、処分の変更となることから、当初の処分の決定主体と同じ主体がその判断をする必要があると考えられる。なお、当然のこと
　　 ながら、一度決定した処分を被処分者に不利益に変更することはいかなる主体であっても不可能である。

を促したりするなどして、当該部員又は一定の部員ら若しくは部員全員にどのように対応させるか検

討させるというケースが散見された。このような部員らによる検討の結果、一定期間の練習等の自粛

が決定されるケースもあるようである。

このような決定が、真に部員らの総意による自発的なものであれば、問題となる余地は小さいもの

の、例えば一部の部員らによる決定にすぎなかったり、事実上、一定の不利益を部員全員が甘受すべ

きことが指導者等により示唆されていたり、暗黙のルールがあり、それに従って、部員らが自粛を決

定したりしているような場合には、真に部員らの総意による自発的な決定とはいえないおそれがある。

このような場合、本来あるべき適正手続に則らずに処分を課すことと同視され、不相当な処分と評価

される可能性がある。

したがって、特定の問題行動等があった場合において、その再発防止の観点から、部内でミーティ

ングなどを行うことに問題はなく、むしろ推奨されることではあるものの、同ミーティングなどにお

いて何らかの不利益を課すことを検討する場合には慎重に判断すべきである。

（イ）連帯責任について

運動部においてスポーツをする権利を制約する効果を持つ処分には、その制約を正当化するだけの

根拠が必要であるところ、問題行動等をした個人に、相応の処分を課すことは問題がないと考えられ

るものの、当該違反行為者だけでなく、他の部員や所属運動部全体に連帯責任を課すような処分をす

ることには問題が生じ得る。

処分は、一般に、問題行動等をした個人に対して問題行動等に応じた不利益を課すために行われる

ものである。もっとも、大学の課外活動のための団体である運動部においては、それに加え、当該部

員に対する教育的な指導をするという側面もあるほか、当該違反行為者だけでなく、他の部員や当該

運動部自体に対し、将来、違反行為をしないようけん制したり、教育したりするという一般予防とし

ての目的も想定される。しかし、運動部自体に対して処分を課せば、部員全員のスポーツ権に対する

制約となることから、通常、運動部自体に対する処分により生じる不利益は大きく、一般予防的な目

的達成のために運動部自体の処分をする必要性が認められるケースは限られ、そのバランスを欠く場

合には、不相当な処分と評価される可能性がある。

したがって、部員個人に違反行為があった場合の責任は、その行為を行った個人のみが負うのが原

則であり、他の部員や運動部自体に対する処分が許されるのは、処分をすることで将来の違反行為を

未然に防ぐ必要性が特に認められるなどの特段の事情がある例外的な場面45に限るべきである。なお、

運動部自体の活動停止等については、前述 ( ア ) で示したような自粛という形で行われることも多い。

45　想定される例としては、運動部の関係者が、その運動部内のコミュニティによって組織的に違反行為をした場合や違反行為者が少数であ
　　 るものの運動部内においてその違反行為が周知の事実であったにもかかわらず皆が黙認していた場合等があり得る。
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スポーツは、心身の健全な発達、自律心その他の精神の涵養等を目的とする活動であり、大学の運

動部における活動は、所属する部員が心身ともに健康で文化的な生活を営む上で不可欠のものとなっ

ている。このような運動部における活動の価値を実現するためには、大学の運動部において安全かつ

公正な環境の下でスポーツを楽しむことができる機会が確保されなければならず（スポーツ基本法前

文参照）、その前提として、運動部が適切に運営されていることが求められる。

具体的には、団体としての意思決定手続や運営方法を明確にすること、運動部の運営に必要な事項

及び処分規定を含む部則を整備するとともに、関係者（部員、指導者等）に周知すること、活動資金

の管理について体制を整備すること、運動部による処分が適切に行われることなどが求められる。

もっとも、運動部は、個別の運動部ごとに、部員や団体の運営を担う人員の人数、財政規模等の事

情が異なり、適切な運営のために求められる水準も、当然に個別の運動部ごとに異なるという点に留

意が必要である。

ア　運動部の意思決定手続

運動部を運営するに当たっては、運動部の予算を決定したり、事業年度末に決算の承認を行ったり、

運動部の運営方針等について決定したりするなど、団体としての様々な意思決定が行われることにな

る。これらは、監督等の指導者が随時判断する場合もあるが、そのような場合を含め、意思決定手続

を予め明確にしておかない場合には、個人の恣意的な判断が可能となるおそれがある。そして、運動

部が意思決定手続を予め定める場合には、後述（3）イ⑥記載のとおり、部則においてこれを明記す

べきである。

どのような意思決定手続が望ましいかは、各運動部の人数規模や予算規模等の様々な事情に応じて

判断する必要があり、必ずしも一定の会議体（総会や幹部会等）を設ければ良いとはいえないものの、

少なくとも重要な事項は、特定の個人（監督や部長等）が一人で決定できるようにするのではなく、

複数の指導者間の協議や指導者・部員幹部（主将や主務・マネージャー等）間の協議を必要とするこ

とが望ましい。

この点に関し、ヒアリング結果によれば、部員が構成員となる総会が存在し、年 2 回（年度初めと

年度末）の頻度で、予算や決算承認等の決定をするという運動部も存在した。また、別の運動部では、

運動部を運営する各種の役割（主将、主務・マネージャー、会計のほか、ユニフォーム委員会等の各

種運営を司る役割がある）ごとに幹部を選出し、当該幹部で構成される幹部会を設置し、当該幹部

で合議をするというケースも存在した。

イ　運動部の運営

運動部の運営をどのような体制で行うかについても、各運動部の人数規模や予算規模等の様々な事

情を考慮して判断されるべきである。

この点に関し、ヒアリング結果によれば、運動部の運営に必要な役割に応じて 10 個の「ユニット」

と称するグループを作り 46、学生主体の団体運営が行えるような体制を整備している運動部が存在し

た。このような運営方法は、学生が団体運営を主体的に経験することができるほか、学生の負担を平

準化でき、役割ごとのノウハウも蓄積・継承できるという組織運営上のメリットもある。

他方で、予算規模が大きいことによる責任の大きさなどに鑑みて、運営を学生には任せられないと

いう運動部も存在した。このような場合には、指導者や専任の事務担当者が責任者として団体の運営

を担ったり、適宜教職員の地位を有する指導者等を通じて、大学との連携を図ったりすることが考え

られる。

ア　部則の必要性

運動部に所属する部員を規律するための規程として、部則を制定している運動部は多いものの、当

該運動部の活動指針や活動上・生活上のルールを定めるにとどまり、団体の運営手続に係る規定や処

分手続に係る規定等は定められていない場合も多い。

この点、団体のガバナンスの在り方からすれば、団体の運営が公正かつ透明性を保って行われる必

要がある。他方で、団体の運営に係るルールが明文化されていない場合には、団体の運営が、その時々

の個人の裁量において行われることになり、結果として公正な運営が行われることがあっても、これ

が担保されておらず、透明性が保てているともいえない。

したがって、運動部という団体を適切かつ透明性を保って運営するに当たっては、運動部の運営に

必要な事項を部則において明文化すべきである。

また、運動部の規律確保の観点から、運動部がその構成員を処分することも考えられ、運動部が独

自に処分するに当たっては、適正手続の観点から、合理的な処分事由、処分内容及び処分手続を定め

た処分規定を策定し、その処分規定を構成員に周知する必要がある。運動部においてこのような処分

規定を定める場合には、部則において定めることが想定される。

以上のことから、運動部においては、運動部の運営に必要な事項及び合理的な処分事由、処分内容

及び処分手続を定めた処分規定を、部則として定めた上で、当該部則を関係者（部員、指導者等）に

周知すべきである 47。

46　例えば、チームマネジメント（TM）というユニットは、総務的な役割を担っている。
47　前述 3.（2）ア（ア）の脚注 40記載のとおり、部則が部員に対して法的な効力を有する点を明確にすべく、運動部の入部届に「部則を
　　 遵守する。」旨の誓約文を盛り込むことで、すべての部員から部則を遵守することの同意を取得することが望ましい。
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イ　部則の内容

前述アのとおり、部則においては、少なくとも、①運動部の運営に必要な事項、②合理的な処分事由、

処分内容及び処分手続を定めた処分規定を定める必要がある。また、部員に対して周知しておきたい

事項として、当該運動部の理念や活動指針といった内容を定めることも考えられる。

そこで、部則においては、以下の事項を定めることが考えられる。

目的、理念、活動指針等を明示しておくことは、運動部の関係者の意思統一を図り、全員が同じ目

標に向かって活動するために重要といえる。

組織全体が一体となって活動するためにも、何らかの形で明文化しておくべきであるが、部則とは

別に定めることも考えられる。

入部資格としては、前述①の条項として記載した目的、理念、活動指針等に賛同することを入部資

格にすることが考えられる。

また、入部・休部・退部の手続については、所定の入部届・休部届・退部届を提出し、監督や部長

等の承認を得るという手続が考えられる。

部員に対して部費の納入を求める場合には、疑義が生じることの無いよう、その金額や支払期限に

係る条項を部則に定めておくべきである。

なお、部費の金額や支払期限等に関し、ある程度の頻度で変更があり得る場合（毎年度変更するなど）

には、部則には具体的な内容を記載しないこともあり得る。この場合には、部則制定と同等の手続に

よって部費の金額や支払期限を決定した上で、部員に対して適切な方法でこれを周知すべきである。

53　承認者としては、監督のほか、部長、顧問等とすることも考えられる。休部及び退部の手続においても同様。
54　承認者としては、監督のほか、部長、顧問等とすることも考えられる。休部及び退部の手続においても同様。

＜条項例＞

第●条（目的）

当部 48は、本学 49の課外活動の一環として、その建学の精神に則り、その活動を通じて、

部員相互の親睦、及び教養・健康の推進を図り、技術の向上に資することを目的とする。

＜条項例＞

第●条（入部資格及び入部等の手続について）

1.　当部に入部できる者は、本学の学生で、かつ、第●条 50に賛同する者とする。

2.　当部に入部を希望する者は、所定の様式により入部届 51を提出し、

　　監督 52の承認を得るものとする。

3.　休部又は退部を希望する部員は、所定の様式により休部届又は退部届を提出し、

　　監督の承認を得るものとする。

＜条項例１＞

第●条（部費の納入等）

1.　部員は、部費（半期●円／年間●円）を、当部が別途定める支払期限までに

　　納入しなければならない。

2.　前項のほか、合宿費、遠征費その他の費用が必要であるとして監督 53の承認を得た

　　場合には、部員は、当該費用を当部が別途定める期限までに納入しなければならない。

＜条項例２（２項は条項例１と同様）＞

第●条（部費の納入等）

1.　部員は、当部が別途定める部費を、当部が別途定める支払期限までに納入しなければ

　　ならない。

2.　前項のほか、合宿費、遠征費その他の費用が必要であるとして監督 54の承認を得た場合

　　には、部員は、当該費用を当部が別途定める期限までに納入しなければならない。

48　定義が必要であり、例えば、最初に当該定義語が使用される箇所において、「●●●大学●●●部（以下「当部」という。）」と記載する
　　 ことが考えられる。
49　定義が必要であり、例えば、最初に当該定義語が使用される箇所において、「●●●大学（以下「本学」という。）」と記載することが考
　　 えられる。
50　前述①で作成した条文を引用することを想定している。なお、目的、理念、活動指針等を部則以外に定める場合には、それらを引用する
　　 ことも可能である。
51　所定の入部届の中に、「部則を遵守する。」旨の誓約文を盛り込むことが望ましい。
52　承認者としては、監督のほか、部長、顧問等とすることも考えられる。休部及び退部の手続においても同様。

① 目的、理念、活動指針等に係る条項

②入部資格、入部・休部・退部の手続に係る条項

③ 部費に係る条項
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運動部における遵守事項を定める場合や、禁止事項を定める場合、部員に対して一定のルール（活

動上のルールのほか、日常面でのルールを設定することも考えられる。）を設定するなどの場合には、

部則においてこれらを明記することが考えられる。また、違反した場合に処分を課すことによって実

効性の担保を図る場合には、後述⑧の処分に係る条項において、これらの遵守事項等に違反すること

を、処分事由の対象として明記すべきである。

団体を運営する上で、団体の活動資金を適切に管理することは極めて重要であり、最低限のルール

を定めておくべきである。

活動資金の管理に関し、毎月監督等の指導者が会計帳簿を監査するなど、適切な管理のためのルー

ルを導入する場合には、当該ルールも部則に規定することが望ましい。

例えば、運動部の予算を決定したり、事業年度末に決算の承認を行ったり、運動部の運営方針等に

ついて決定したりする場合において、これらの決定を特定の会議体（総会 59、幹部会等）の権限とす

る場合には、その旨を部則に規定すべきである。また、その際、特定の会議体の権限とするのではなく、

監督、部長、顧問等の指導者の権限とする場合には、権限の所在に疑義が生じることがないよう、そ

の旨を部則に明記すべきである。

例えば、部員が主体となって運動部を運営させるために、運動部の運営に必要な役職 60 を設定し、

当該役職に部員を 1名又は複数名割り当てることが考えられる。

59　部員、指導者等、運動部の関係者全員が参加する会議体等が想定される。
60　例えば、主将（副主将）、主務・マネージャー、会計、書記といった役職のほか、寮の管理を担当する役職、広報を担当する役職といった、
　　 各運動部が必要とする役職を設定することが考えられる。
61　処分規定については、2020 年度事例集の別紙 2も参考となる。

＜条項例＞

第●条（部員の義務）

1.　部員は、当部の活動として、以下の活動を行う。

（1）練習への参加

（2）●●● 又はその他競技団体が主催する大会への参加

（3）その他、適当と認める大会等への参加

2.　部員は、部活動以前の基本として、本学の授業に出席し、単位を取得し、進級、卒業を

　　目指すものとする。

3.　部員は、以下の各号に定める禁止事項を行ってはならない。

（1）活動への遅刻、無断欠席

（2）●●●56 

＜条項例＞ 

第●条（会計）

当部の会計担当者は、会計帳簿を作成し、当部の財産、損益等を記録、整理する。

第●条（支払手続）

1.　部員は、当部の活動に必要な支出（遠征費、宿泊費、備品の購入費等）を行う場合には、

　　少額の支出 57である場合を除き、事前に監督の承認 58を得るものとする。

2.　部員は、当部の活動に必要な支出を行った場合には、当該支出に係る証憑書類（請求書、

　　領収書等）を会計担当者に提出する。

＜条項例＞

第●条（処分事由）

当部は、部員が次の各号の一つに該当したときは、本部則の定めに従って処分を行うことがで

きる。

（1）本部則に違反するとき

（2）正当な事由なく、遅刻、早退、無断欠席を重ねたとき

（3）暴力、暴言、脅迫、差別的言動、いじめその他これらに類似する行為を行ったとき

（4）各種ハラスメントに該当する行為を行ったとき

（5）未成年飲酒、未成年喫煙、喧嘩、その他素行不良により当部の秩序・風紀を著しく乱した

　　とき

（6）酒気を帯びて競技を行ったとき

（7）日本アンチ・ドーピング規程が定める禁止物質の使用、八百長行為その他スポーツマン

　  シップに反する行為を行ったとき

（8）刑事事件等、刑事法規に反する行為を行ったとき

56　（法令上禁止された事項ではあるものの）未成年飲酒や未成年飲酒につき、典型的な問題行為として、改めて禁止事項として記載するこ
　　 とも考えられる。また、未成年に限らず、飲酒や喫煙を運動部として禁止するのであれば、禁止事項として記載することが考えられる。
57　可能であれば、「1万円未満の支出である場合を除き」等の具体的な金額を明記し、事前承認の要否を客観的に判断できるようにするこ
　　 とが望ましい。
58　承認者としては、監督のほか、部長、顧問等とすることも考えられる。休部及び退部の手続においても同様。

④部員の遵守事項・禁止事項に係る条項

⑤活動資金の管理・支払手続に係る条項

⑥運動部の予算、決算、運営方針等の決定手続に係る条項

⑦運動部の運営に係る役割分担に係る条項

⑧処分に係る条項 61
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運動部における遵守事項を定める場合や、禁止事項を定める場合、部員に対して一定のルール（活

動上のルールのほか、日常面でのルールを設定することも考えられる。）を設定するなどの場合には、

部則においてこれらを明記することが考えられる。また、違反した場合に処分を課すことによって実

効性の担保を図る場合には、後述⑧の処分に係る条項において、これらの遵守事項等に違反すること

を、処分事由の対象として明記すべきである。

団体を運営する上で、団体の活動資金を適切に管理することは極めて重要であり、最低限のルール

を定めておくべきである。

活動資金の管理に関し、毎月監督等の指導者が会計帳簿を監査するなど、適切な管理のためのルー

ルを導入する場合には、当該ルールも部則に規定することが望ましい。

例えば、運動部の予算を決定したり、事業年度末に決算の承認を行ったり、運動部の運営方針等に

ついて決定したりする場合において、これらの決定を特定の会議体（総会 59、幹部会等）の権限とす

る場合には、その旨を部則に規定すべきである。また、その際、特定の会議体の権限とするのではなく、

監督、部長、顧問等の指導者の権限とする場合には、権限の所在に疑義が生じることがないよう、そ

の旨を部則に明記すべきである。

例えば、部員が主体となって運動部を運営させるために、運動部の運営に必要な役職 60 を設定し、

当該役職に部員を 1名又は複数名割り当てることが考えられる。

59　部員、指導者等、運動部の関係者全員が参加する会議体等が想定される。
60　例えば、主将（副主将）、主務・マネージャー、会計、書記といった役職のほか、寮の管理を担当する役職、広報を担当する役職といった、
　　 各運動部が必要とする役職を設定することが考えられる。
61　処分規定については、2020 年度事例集の別紙 2も参考となる。

＜条項例＞

第●条（部員の義務）

1.　部員は、当部の活動として、以下の活動を行う。

（1）練習への参加

（2）●●● 又はその他競技団体が主催する大会への参加

（3）その他、適当と認める大会等への参加

2.　部員は、部活動以前の基本として、本学の授業に出席し、単位を取得し、進級、卒業を

　　目指すものとする。

3.　部員は、以下の各号に定める禁止事項を行ってはならない。

（1）活動への遅刻、無断欠席

（2）●●●56 

＜条項例＞ 

第●条（会計）

当部の会計担当者は、会計帳簿を作成し、当部の財産、損益等を記録、整理する。

第●条（支払手続）

1.　部員は、当部の活動に必要な支出（遠征費、宿泊費、備品の購入費等）を行う場合には、

　　少額の支出 57である場合を除き、事前に監督の承認 58を得るものとする。

2.　部員は、当部の活動に必要な支出を行った場合には、当該支出に係る証憑書類（請求書、

　　領収書等）を会計担当者に提出する。

＜条項例＞

第●条（処分事由）

当部は、部員が次の各号の一つに該当したときは、本部則の定めに従って処分を行うことがで

きる。

（1）本部則に違反するとき

（2）正当な事由なく、遅刻、早退、無断欠席を重ねたとき

（3）暴力、暴言、脅迫、差別的言動、いじめその他これらに類似する行為を行ったとき

（4）各種ハラスメントに該当する行為を行ったとき

（5）未成年飲酒、未成年喫煙、喧嘩、その他素行不良により当部の秩序・風紀を著しく乱した

　　とき

（6）酒気を帯びて競技を行ったとき

（7）日本アンチ・ドーピング規程が定める禁止物質の使用、八百長行為その他スポーツマン

　  シップに反する行為を行ったとき

（8）刑事事件等、刑事法規に反する行為を行ったとき

56　（法令上禁止された事項ではあるものの）未成年飲酒や未成年飲酒につき、典型的な問題行為として、改めて禁止事項として記載するこ
　　 とも考えられる。また、未成年に限らず、飲酒や喫煙を運動部として禁止するのであれば、禁止事項として記載することが考えられる。
57　可能であれば、「1万円未満の支出である場合を除き」等の具体的な金額を明記し、事前承認の要否を客観的に判断できるようにするこ
　　 とが望ましい。
58　承認者としては、監督のほか、部長、顧問等とすることも考えられる。休部及び退部の手続においても同様。

④部員の遵守事項・禁止事項に係る条項

⑤活動資金の管理・支払手続に係る条項

⑥運動部の予算、決算、運営方針等の決定手続に係る条項

⑦運動部の運営に係る役割分担に係る条項

⑧処分に係る条項 61
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適正な処分を行うに当たっては、部則において、合理的な処分事由、処分内容及び処分手続を定め

ることが求められる。また、単にこれらの規定を定めるだけでは足りず、その処分対象者となり得る

者に対し、当該条項の内容を周知しておくことも求められる。

ウ　部則の周知

部則は、単に定めるだけではなく、関係者（部員、指導者等）に対して適切に周知する必要がある。

具体的な周知方法に関し、ヒアリング結果によれば、入部説明会・入部式・年 1 回の全体ミーティ

ング等で配布し説明しているケース、部員に紙で配布のみしているケース、データを共有しているケー

ス、部員の寮に掲示しているケース、部則に変更があった場合に部員に配布しているケース等が確認

できた。

周知に当たっては、関係者がその内容を適切に理解できるよう、可能であれば、部則を配布すると

ともに内容の説明を行うことが望ましい。最低限の対応として、部則の閲覧希望があった場合に、速

やかに内容を共有できるようにしておくべきである。

ア　活動資金の管理

団体を運営する上で、団体の活動資金を適切に管理することは極めて重要である。活動資金の管理

方法も、団体によって様々な方法があり得るが、基本的な運用としては、活動資金を支出するに当たり、

①事前に承認を取得するとともに、②事後に領収書等の証憑を添えて報告し、これを会計帳簿に記録

するという運用が考えられる。この場合、①の承認を指導者が行ったり、会計帳簿と証憑の内容に齟

齬がないかを指導者が定期的に確認したりするなど、活動資金が適切に管理されるよう指導者が関与

することが考えられる。

この点に関し、ヒアリング結果によれば、主務・マネージャーが出納帳を付けて資金状況を管理し

つつ、3 か月に 1 回程度、出納帳の記載内容が正しいかどうかを顧問が確認しているという運動部も

存在した。

イ　スポンサーとの契約

運動部は、その運営を行うに当たっての活動資金を得るために、スポンサーとの間でスポンサー契

約を締結する場合がある 64。当該スポンサー契約において、スポンサーが運動部に対し、協賛金、物品・

サービスその他の利益を提供する一方で、運動部がスポンサーに対し、運動部の関連施設・設備や権

利等の利用権等を付与し、又は一定の義務を遵守する旨が定められる 65。

64　特定の運動部に係るスポンサー契約が締結される場合であっても、運動部が契約当事者になるのではなく、スポンサー契約は大学と事業者
　　 との間で締結される場合が多い。この場合には、運動部が直接契約上の義務を負うのではなく、契約上の義務は大学の責任において履行す
　　 ることになる。
65　呼称権、ロゴ等の利用権、所属選手の肖像の利用権、マスコットやエンブレムの利用権、施設内に広告を掲示する権利その他の権利を付与
　　 する場合のほか、スポンサーにとってメリットとなる様々な事項が内容となり得る。

（9）当部の品位を害し、当部又は部員等の名誉を毀損又は信用を失墜させる行為を行ったとき

（10）その他前各号に準ずるような、当部の部員としてふさわしくない行為を行ったとき

第●条（処分の種類・内容）

当部は、処分事由に該当する者に対して、処分事由の内容・程度及び情状に応じ、以下の

処分を行うことができる。

（1）訓戒（厳重注意）

（2）一定期間の活動停止

（3）退部

第●条（刑事裁判等との関係）

処分の対象となる行為について、その対象となる者が刑事裁判、競技団体による処分その他

の当部以外の処分を受けたとき又は受けようとするときであっても、当部は、同一案件につ

いて、適宜に、その処分事由に該当した者を処分することができる。

第●条（処分手続）

処分事由に該当するおそれがあると認められる場合は、監督が事実関係を調査した上で、

処分の要否及びその内容につき、監督及び部長並びに主将及び主務が合議の上で決定する 62。

第●条（弁明の機会の付与）

当部は、処分事由に該当するおそれがあるとして処分手続の対象となる部員に対し、予め

処分対象行為を示した上で口頭又は書面による弁明の機会を付与しなければならない。

第●条（処分の通知）

1.　当部は、部員に対する処分を決定した場合には、当該部員に対し、書面により処分決定

を通知する。

第●条（不服申立て）

当部から処分を受けた部員は、●●●63に対して、不服の申立てをすることができる。

62　事実関係の調査を誰が行うのか、処分の要否及びその内容を誰が決定するのかについては、運動部ごとの実態に合わせて検討する必要が
　　 あるが、少なくとも部則において明記すべきである。なお、①処分の決定は複数名（部の構成員）による合議制とすることが望ましいこ
　　 と、②当該合議体に指導者等だけでなく部員も加えることが考えられること、③当該合議体には、当該運動部の大学の教職員の地位を有す
　　 る指導者等を加えることが考えられること、その他処分の判断に係る留意点は、前述 3.（2）のとおり。
63　各運動部の不服申立て先を記載する。不服申立て先については、第三者的な立場として、大学における運動部を所管する部署とすること
　　 も一案である。また、部長や監督が処分決定に関与する一方で、顧問は処分決定に関与しないという処分手続を採用する場合には、顧問
　　 を不服申立て先とすることも一案である。
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　（4）活動資金の管理等の在り方



適正な処分を行うに当たっては、部則において、合理的な処分事由、処分内容及び処分手続を定め

ることが求められる。また、単にこれらの規定を定めるだけでは足りず、その処分対象者となり得る

者に対し、当該条項の内容を周知しておくことも求められる。

ウ　部則の周知

部則は、単に定めるだけではなく、関係者（部員、指導者等）に対して適切に周知する必要がある。

具体的な周知方法に関し、ヒアリング結果によれば、入部説明会・入部式・年 1 回の全体ミーティ

ング等で配布し説明しているケース、部員に紙で配布のみしているケース、データを共有しているケー

ス、部員の寮に掲示しているケース、部則に変更があった場合に部員に配布しているケース等が確認

できた。

周知に当たっては、関係者がその内容を適切に理解できるよう、可能であれば、部則を配布すると

ともに内容の説明を行うことが望ましい。最低限の対応として、部則の閲覧希望があった場合に、速

やかに内容を共有できるようにしておくべきである。

ア　活動資金の管理

団体を運営する上で、団体の活動資金を適切に管理することは極めて重要である。活動資金の管理

方法も、団体によって様々な方法があり得るが、基本的な運用としては、活動資金を支出するに当たり、

①事前に承認を取得するとともに、②事後に領収書等の証憑を添えて報告し、これを会計帳簿に記録

するという運用が考えられる。この場合、①の承認を指導者が行ったり、会計帳簿と証憑の内容に齟

齬がないかを指導者が定期的に確認したりするなど、活動資金が適切に管理されるよう指導者が関与

することが考えられる。

この点に関し、ヒアリング結果によれば、主務・マネージャーが出納帳を付けて資金状況を管理し

つつ、3 か月に 1 回程度、出納帳の記載内容が正しいかどうかを顧問が確認しているという運動部も

存在した。

イ　スポンサーとの契約

運動部は、その運営を行うに当たっての活動資金を得るために、スポンサーとの間でスポンサー契

約を締結する場合がある 64。当該スポンサー契約において、スポンサーが運動部に対し、協賛金、物品・

サービスその他の利益を提供する一方で、運動部がスポンサーに対し、運動部の関連施設・設備や権

利等の利用権等を付与し、又は一定の義務を遵守する旨が定められる 65。

64　特定の運動部に係るスポンサー契約が締結される場合であっても、運動部が契約当事者になるのではなく、スポンサー契約は大学と事業者
　　 との間で締結される場合が多い。この場合には、運動部が直接契約上の義務を負うのではなく、契約上の義務は大学の責任において履行す
　　 ることになる。
65　呼称権、ロゴ等の利用権、所属選手の肖像の利用権、マスコットやエンブレムの利用権、施設内に広告を掲示する権利その他の権利を付与
　　 する場合のほか、スポンサーにとってメリットとなる様々な事項が内容となり得る。

（9）当部の品位を害し、当部又は部員等の名誉を毀損又は信用を失墜させる行為を行ったとき

（10）その他前各号に準ずるような、当部の部員としてふさわしくない行為を行ったとき

第●条（処分の種類・内容）

当部は、処分事由に該当する者に対して、処分事由の内容・程度及び情状に応じ、以下の

処分を行うことができる。

（1）訓戒（厳重注意）

（2）一定期間の活動停止

（3）退部

第●条（刑事裁判等との関係）

処分の対象となる行為について、その対象となる者が刑事裁判、競技団体による処分その他

の当部以外の処分を受けたとき又は受けようとするときであっても、当部は、同一案件につ

いて、適宜に、その処分事由に該当した者を処分することができる。

第●条（処分手続）

処分事由に該当するおそれがあると認められる場合は、監督が事実関係を調査した上で、

処分の要否及びその内容につき、監督及び部長並びに主将及び主務が合議の上で決定する 62。

第●条（弁明の機会の付与）

当部は、処分事由に該当するおそれがあるとして処分手続の対象となる部員に対し、予め

処分対象行為を示した上で口頭又は書面による弁明の機会を付与しなければならない。

第●条（処分の通知）

1.　当部は、部員に対する処分を決定した場合には、当該部員に対し、書面により処分決定

を通知する。

第●条（不服申立て）

当部から処分を受けた部員は、●●●63に対して、不服の申立てをすることができる。

62　事実関係の調査を誰が行うのか、処分の要否及びその内容を誰が決定するのかについては、運動部ごとの実態に合わせて検討する必要が
　　 あるが、少なくとも部則において明記すべきである。なお、①処分の決定は複数名（部の構成員）による合議制とすることが望ましいこ
　　 と、②当該合議体に指導者等だけでなく部員も加えることが考えられること、③当該合議体には、当該運動部の大学の教職員の地位を有す
　　 る指導者等を加えることが考えられること、その他処分の判断に係る留意点は、前述 3.（2）のとおり。
63　各運動部の不服申立て先を記載する。不服申立て先については、第三者的な立場として、大学における運動部を所管する部署とすること
　　 も一案である。また、部長や監督が処分決定に関与する一方で、顧問は処分決定に関与しないという処分手続を採用する場合には、顧問
　　 を不服申立て先とすることも一案である。
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　（4）活動資金の管理等の在り方



この場合、運動部は、スポンサー契約の内容に関し、事前に大学の許可を得るべきか否かを含め、

慎重な検討が必要である。運動部が活動するに当たって、大学が権利を有するプロパティを利用する

ことがほとんどである。そのため、運動部が独自に決定することができないような協賛内容 66 に関

しては、必ず事前に大学の許可を得るべきである。

次に、運動部が加盟している競技団体においてスポンサー契約の内容と抵触する規程が定められて

いないかを確認する必要がある。例えば、競技団体においてユニフォームのロゴに係る規程があり、

スポンサーの露出が禁止又は制限されている場合には、スポンサー契約においてユニフォーム上にス

ポンサーのロゴを掲出する旨の協賛権利を付与することはできない（契約上の債務不履行となってし

まう）。

また、金銭ではなく物品（スポンサーが製造販売する用具や役務等）が提供される内容のスポンサー

契約においては、他社製品を一切使用できない旨の条項が定められることがある。かかる条項は、部

員が当該物品提供を含めた個人スポンサー契約を締結している場合に契約が両立し得なくなるほか、

各部員の物品使用の希望と合わない場合が生じ得る点に留意が必要である。

ア　問題行動を把握する端緒及び大学への情報共有

運動部が問題行動を把握する端緒としては、指導者・部員による問題行動の現認、問題行動を行っ

た者による申告、大学や UNIVAS の相談窓口への通報、捜査機関や保護者等外部からの連絡等が考

えられる。

運動部に所属する学生の日常生活は、運動部の活動と密接に関連することもあり、運動部が第一次

的に問題行動を把握する機会は多いと考えられる。運動部が問題行動を把握した場合、どのように対

応すべきかについて迅速かつ適切に判断することが求められることが多いと考えられる。

運動部において問題行動を把握した場合、事案に応じて大学への情報共有を行う必要がある。

特に、法令違反行為を把握した場合には、大学全体のレピュテーションにも影響を及ぼし得るため、

大学においても迅速かつ適切な対応が求められるところであり、運動部において隠蔽したとのそしり

を受けないためにも、早期に大学への報告を行う必要がある。

また、問題行動の内容が法令や学則に違反するなど、大学においてもその処分を検討する必要の認

められる内容である場合には、仮に大学の規程等により明文で大学への報告義務が定められていなく

とも、前述 3.（2）ア（エ）のとおり、当該事実を認識した後速やかに大学に情報を共有する必要がある。

他方で、問題行動が部則に違反するにとどまる内容である場合には、必ずしも大学への報告までは

必要ではないものの、運動部が処分を行う場合には、前述のとおり、大学に情報を共有することが望

ましい。

イ　初期的対応・調査

（ア）調査の必要性及び調査体制の構築

処分を行う場合には、処分の対象となる問題行動の内容を、その周辺事情とともに確定する必要が

ある。例えば、部内での暴力事件が起きた場合には、当該暴力行為の内容や被害者の負傷結果のみな

らず、暴力行為を起こすに至った経緯として被害者側の挑発行為等の落ち度の有無を考慮しなければ

適切な処分を決することはできない。

問題行動等の事実を確定するためには、早期に適切な調査を行う必要がある。適切な調査を行うに

当たっては、まず事案に応じて、適切な調査体制を構築する必要がある。

問題行動の内容が法令や学則に違反する場合には、大学と運動部が連携して調査体制を構築するこ

とが望ましく、重大な法令違反行為等の運動部による不祥事は社会的に注目されやすく、報道が過熱

することがあるので、大学の信頼回復のために、大学外部の第三者による調査を積極的に検討すべき

場合もある 67。

問題行動が部則に反するにとどまる内容である場合には、運動部のみが調査を行うことも考えられ

るが、恣意的な調査にならないよう調査を行う主体には留意する必要がある。

（イ）被害拡大防止・証拠の保全・情報管理の徹底

問題行為を把握した後、調査・処分を行うまでに期間が空いてしまう場合も考えられる。

その間に被害が拡大するおそれや証拠隠滅がなされるおそれ、情報漏えいにより二次被害が生じる

おそれがある。

事案に応じて、大学とも連携しながら、以下の防止措置をとることが考えられる。

被害が拡大するのを防ぐためには、加害当事者とされる者に対して一時的に部活動への参加停止措

置等を検討することが考えられる。

証拠隠滅を防ぐためには、例えば、SNS の投稿や LINE 等のメッセージ機能を使った問題行動であ

れば、当該投稿やメッセージを保存するなどして証拠を保全しておくことが考えられる。

情報漏えいによる二次被害を防ぐためには、部内において情報を共有する範囲を必要最小限に限定

したり、情報を共有した者に対して情報管理の徹底を約束させたりすることが考えられる。

（ウ）調査

運動部のみが処分を行う場合、多くの事例は部則への違反を問題とし、その違反も指導者や部員に

よる現認があるなど、大掛かりな調査を要することは少ないと思われる。

もっとも、違反をしたこと自体は争いなく認められたとしても、一方的な処分は避けるべきである。

違反自体は認めていても、その経緯や動機等には言い分があることも少なくない。社会通念上相当な

処分を行うに当たっては、行為の悪質性も考慮する必要があるが、経緯や動機等は行為の悪質性の判

67　2021 年度事例集 22頁参照。

66　例えば、大学が商標権を有する標章（校章等）を使用する場合や、大学の施設において、スポンサーのロゴ掲載やアクティベーションを
　　 行う場合が考えられる。なお、大学から運動部の活動のために利用を認められている施設であっても、スポンサーのロゴ掲載等までは認
　　 められておらず、通常利用とは別途の許可が必要であるものと思われる。
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　（5）運動部における処分の在り方



この場合、運動部は、スポンサー契約の内容に関し、事前に大学の許可を得るべきか否かを含め、

慎重な検討が必要である。運動部が活動するに当たって、大学が権利を有するプロパティを利用する

ことがほとんどである。そのため、運動部が独自に決定することができないような協賛内容 66 に関

しては、必ず事前に大学の許可を得るべきである。

次に、運動部が加盟している競技団体においてスポンサー契約の内容と抵触する規程が定められて

いないかを確認する必要がある。例えば、競技団体においてユニフォームのロゴに係る規程があり、

スポンサーの露出が禁止又は制限されている場合には、スポンサー契約においてユニフォーム上にス

ポンサーのロゴを掲出する旨の協賛権利を付与することはできない（契約上の債務不履行となってし

まう）。

また、金銭ではなく物品（スポンサーが製造販売する用具や役務等）が提供される内容のスポンサー

契約においては、他社製品を一切使用できない旨の条項が定められることがある。かかる条項は、部

員が当該物品提供を含めた個人スポンサー契約を締結している場合に契約が両立し得なくなるほか、

各部員の物品使用の希望と合わない場合が生じ得る点に留意が必要である。

ア　問題行動を把握する端緒及び大学への情報共有

運動部が問題行動を把握する端緒としては、指導者・部員による問題行動の現認、問題行動を行っ

た者による申告、大学や UNIVAS の相談窓口への通報、捜査機関や保護者等外部からの連絡等が考

えられる。

運動部に所属する学生の日常生活は、運動部の活動と密接に関連することもあり、運動部が第一次

的に問題行動を把握する機会は多いと考えられる。運動部が問題行動を把握した場合、どのように対

応すべきかについて迅速かつ適切に判断することが求められることが多いと考えられる。

運動部において問題行動を把握した場合、事案に応じて大学への情報共有を行う必要がある。

特に、法令違反行為を把握した場合には、大学全体のレピュテーションにも影響を及ぼし得るため、

大学においても迅速かつ適切な対応が求められるところであり、運動部において隠蔽したとのそしり

を受けないためにも、早期に大学への報告を行う必要がある。

また、問題行動の内容が法令や学則に違反するなど、大学においてもその処分を検討する必要の認

められる内容である場合には、仮に大学の規程等により明文で大学への報告義務が定められていなく

とも、前述 3.（2）ア（エ）のとおり、当該事実を認識した後速やかに大学に情報を共有する必要がある。

他方で、問題行動が部則に違反するにとどまる内容である場合には、必ずしも大学への報告までは

必要ではないものの、運動部が処分を行う場合には、前述のとおり、大学に情報を共有することが望

ましい。

イ　初期的対応・調査

（ア）調査の必要性及び調査体制の構築

処分を行う場合には、処分の対象となる問題行動の内容を、その周辺事情とともに確定する必要が

ある。例えば、部内での暴力事件が起きた場合には、当該暴力行為の内容や被害者の負傷結果のみな

らず、暴力行為を起こすに至った経緯として被害者側の挑発行為等の落ち度の有無を考慮しなければ

適切な処分を決することはできない。

問題行動等の事実を確定するためには、早期に適切な調査を行う必要がある。適切な調査を行うに

当たっては、まず事案に応じて、適切な調査体制を構築する必要がある。

問題行動の内容が法令や学則に違反する場合には、大学と運動部が連携して調査体制を構築するこ

とが望ましく、重大な法令違反行為等の運動部による不祥事は社会的に注目されやすく、報道が過熱

することがあるので、大学の信頼回復のために、大学外部の第三者による調査を積極的に検討すべき

場合もある 67。

問題行動が部則に反するにとどまる内容である場合には、運動部のみが調査を行うことも考えられ

るが、恣意的な調査にならないよう調査を行う主体には留意する必要がある。

（イ）被害拡大防止・証拠の保全・情報管理の徹底

問題行為を把握した後、調査・処分を行うまでに期間が空いてしまう場合も考えられる。

その間に被害が拡大するおそれや証拠隠滅がなされるおそれ、情報漏えいにより二次被害が生じる

おそれがある。

事案に応じて、大学とも連携しながら、以下の防止措置をとることが考えられる。

被害が拡大するのを防ぐためには、加害当事者とされる者に対して一時的に部活動への参加停止措

置等を検討することが考えられる。

証拠隠滅を防ぐためには、例えば、SNS の投稿や LINE 等のメッセージ機能を使った問題行動であ

れば、当該投稿やメッセージを保存するなどして証拠を保全しておくことが考えられる。

情報漏えいによる二次被害を防ぐためには、部内において情報を共有する範囲を必要最小限に限定

したり、情報を共有した者に対して情報管理の徹底を約束させたりすることが考えられる。

（ウ）調査

運動部のみが処分を行う場合、多くの事例は部則への違反を問題とし、その違反も指導者や部員に

よる現認があるなど、大掛かりな調査を要することは少ないと思われる。

もっとも、違反をしたこと自体は争いなく認められたとしても、一方的な処分は避けるべきである。

違反自体は認めていても、その経緯や動機等には言い分があることも少なくない。社会通念上相当な

処分を行うに当たっては、行為の悪質性も考慮する必要があるが、経緯や動機等は行為の悪質性の判

67　2021 年度事例集 22頁参照。

66　例えば、大学が商標権を有する標章（校章等）を使用する場合や、大学の施設において、スポンサーのロゴ掲載やアクティベーションを
　　 行う場合が考えられる。なお、大学から運動部の活動のために利用を認められている施設であっても、スポンサーのロゴ掲載等までは認
　　 められておらず、通常利用とは別途の許可が必要であるものと思われる。
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　（5）運動部における処分の在り方



断に影響を与え得るものであり、問答無用での一方的な処分はすべきではない。

そこで、まずは事実を確認した上で、問題行動を起こした者へのヒアリングを行い、違反した事実

及びその経緯や動機等を確認することが肝要である。また、当事者が複数いる場合、一方当事者のみ

からヒアリングするのではなく、関与する当事者全員をヒアリングすることが必要である。

ヒアリングに際しては、特に若年者の供述は、ヒアリング実施者との関係性や発問方法を含めたヒ

アリング方法等により容易に変容することを考慮し、長時間にわたるヒアリングや威圧的なヒアリン

グ、誘導するような言動は避け、オープンな質問を多用することが望ましい。

そのようにして得られた供述等を前提に、社会常識や経験則に照らして合理的な事実認定を行う必

要があり、結論ありきで、反論によって容易に覆るような強引な事実認定は厳に避けるべきである。

ウ　処分の流れ

（ア）処分主体

運動部内で問題行動を把握した場合、大学のみが処分を行うケース、運動部のみが処分を行うケー

ス並びに大学及び運動部が処分を行うケースが考えられる。

処分を行う主体は、問題行動の内容に応じて決まると考えられる。問題行動の内容が、法令や学則

に違反する内容である場合には大学が処分を行うとともに、運動部においても処分を行うことが考え

られる一方、部則に反するにとどまる内容である場合には運動部においてのみ処分を行うことが考え

られる。

内容を考慮した上で、運動部による処分も行うか否か自体や処分内容を検討し、社会通念に照らし

て不相当な処分とならないようにする必要がある。

なお、大学が処分を行うまでの間、運動部として、運動部での活動に参加させないようにすること

も考えられる。

運動部が独自に処分を行った場合には、前述のとおり、大学に情報を共有することが望ましい。

（イ）適正手続に則った処分

問題行動について運動部として処分を行う場合、調査及び調査に基づく事実認定をした上で、これ

まで述べたとおり、以下の適正手続に則った処分を行うことが望まれる。

Ⅰ　合理的な処分規定の存在

処分を行うには、処分を行うことができる旨が定められた根拠規定（処分規定）が必要であり、部

則内に処分規定を定めるか、部則とは別の規程として文書化されている必要がある。また、その内容

も合理的である必要がある。処分規定には、少なくとも処分事由と処分の種類・内容を定めておく必

要がある。

Ⅱ　処分規定が周知されていること

被処分者側の予見可能性を確保し、不当な処分を防止するためにも、処分規定を予め周知している

必要がある。

Ⅲ　処分事由の該当性

対象となる問題行動が処分規定の処分事由に該当することが必要である。

Ⅳ　処分内容の相当性

個々の問題行動の性質や態様等に照らして社会通念上相当な処分を課す必要がある。

Ⅴ　処分手続の相当性、処分の告知及び不服申立て

処分手続についても定め、その周知をしておくことが望ましい。

また、処分の決定主体について中立性が確保できるように定めておく必要がある。

さらに、処分を受ける者に対して弁明の機会を与える必要があり、処分結果や処分の対象となる問

題行動を書面で告知する必要がある。不服申立制度を整備し、処分に対する不服申立てが可能である

旨を書面で告知することが望ましい。

エ　原因分析と再発防止策の策定

問題行動を把握した場合、将来の運動部の運営や部員の活動を守るためにも、同種事案の再発を防

ぐ必要がある。

再発を防ぐには、単に問題行動を起こした部員や指導者を処分すれば問題が解決されるということ

ではなく、問題行動を起こした当事者との面談等を通して問題行動を起こした背景や未然に防げな

かった原因等、事案の本質に向き合った原因の分析や実効性のある再発防止策を策定し徹底し続ける

ことが必要不可欠である。

このことは、部員等が個人的に起こした問題行動であったとしても、同様である。例えば、部員が

運動部の活動を離れて犯罪行為を起こしたような場合を考えても、それが長期休暇中の行為であれば、

部員としての自覚の無さが背景と考えられ、長期休暇前には綱紀を粛正すべく部員に指導を行ったり、

コンプライアンス研修を受けさせたりすることで、不祥事の予防や再発を防ぐことが考えられる。

具体的な研修の内容としては、例えば

・暴力行為やパワハラ・セクハラ

・未成年者飲酒・喫煙

・SNS

・違法薬物

・個人情報保護

・その他の違法行為

・ドーピング・八百長等の競技に関係する不正行為

などが挙げられる。

なお、研修を実施するには至らなくとも、ヒアリング結果によれば、他運動部で起きた不祥事例や

報道で取り上げられた事例をミーティングなどで部員に周知し注意喚起を行ったり、例えば、どのよ

うにすれば意見を言いやすい環境を作ることができるかなど、人間性や心理的安全性等を議題として

ディスカッションをしたりするほか、運動部全体で部則の確認を実施したりする運動部が存在した。
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このような活動も、運動部内のコンプライアンス意識を向上させるものとして有用と考えられる。

前述 (1）ないし (5）において、大学の運動部におけるガバナンス体制の在り方に関して説明をし

てきたが、総論でも示したとおり、運動部は、部員の人数、財政規模、団体の運営を担う人員の規模

等において、運動部ごとに事情は大きく異なり、適切な運営のために求められる水準にも違いが生じ

る点に留意が必要である。

大学の運動部を運営していくに当たって、本手引書や他の運動部の事例を参考にしながら、それぞ

れの運動部にとって望ましいガバナンス体制の構築を進めていくことが考えられる。
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別紙　各運動部の処分事例（アンケート・ヒアリング結果の分析）

上級生の部員2名が、下
級生の部員に恐喝をした
事案。なお、逮捕・起訴
された。

有罪判決（執行猶予付き
判決）
活動停止は1年間

恐喝行為 2 名
大学
競技団体

退学
活動停止

上級生の部員2名が、下
級生の部員を日常的にい
じめていた事案

（運動部ではなく）大学
が個人に対して部活動の
活動停止処分とした。

いじめ行為 2 名 大学 活動停止

部員2名が、他の部員に
対して暴行（顔面を拳で
殴打する等）をした事案

停止期間は6か月程度だ
が、うち3か月はコロナに
よる部活動の停止による
もの

暴行行為 2 名 運動部 活動停止

未成年の部員4名が、飲
酒した事案

停止期間は2週間～4週
間程度

未成年者
飲酒

4名 運動部 活動停止

上級生の部員が、下級生
の部員を日常的に暴行し
ていた事案

停止期間は1か月。被害
学生からの宥恕あり。

暴行行為 不明 運動部 活動停止

部員1名が、大学の定期
試験でカンニングをした
事案

停止期間は2週間程度
カンニング
行為

1名
大学
運動部

単位没収
活動停止

未成年の部員1名が、飲
酒した事案

停止期間は2週間程度
未成年者
飲酒

1名 運動部 活動停止

部員2名が、特殊詐欺の
受け子をした事案詐欺行為 2 名 大学 退学

部員1名が、他の部員に対
して暴行をした事案暴行行為 1名 運動部 退部

部員1名が、強制わいせ
つを行った事案。なお、
強制わいせつ罪で逮捕
された。

停学期間は3か月。加害
者は不起訴。退部は自主
退部の体裁をとった。

わいせつ
行為

1名
大学
運動部

停学
退部

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

部員1名が、路上の自転
車を乗り逃げした事案

停学及び活動停止期間は
1か月窃盗行為 1名

大学
運動部

停学
活動停止

部員2名が、禁煙の大学
施設内で喫煙をした事案

成年者の喫煙行為喫煙行為 2 名 運動部 訓告

部員1名がバイト先でコロ
ナに感染したことにより
運動部全体が活動停止
を余儀なくされ、当該部
員には部長らからバイト
を辞めることや、行動の
自粛について再三注意を
受けていたが、①当該バ
イトを辞めるという約束
を守らずにバイトを続
け、また、②競技団体の
ルールとしてリーグ戦中
の飲酒が禁じられている
にもかかわらず、リーグ戦
中に飲酒をしている状況
をSNS上でライブ配信し
た事案

コロナ関連
の不祥事

1名 運動部 退部

部員が、警備員を突き飛
ばして怪我をさせた事案

傷害行為 不明 大学 退学

未成年の部員3名が、成
年部員3名とともに飲み
会で飲酒した事案

未成年者
飲酒

6 名 運動部 活動停止

部員が、万引きをした事
案窃盗行為 不明 大学 退学

上級生の部員1名が、他
の部員の金銭（約30万
円）を盗んだ事案

停学期間は6か月。大学
から運動部に対して退部
処分が相当との通達が
あった。

同席した成年者の3名に
も同等の処分を課した。

窃盗行為 1名
大学
運動部

停学
退部

11

12

13

14

15

16

17
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にもかかわらず、リーグ戦
中に飲酒をしている状況
をSNS上でライブ配信し
た事案

コロナ関連
の不祥事

1名 運動部 退部

部員が、警備員を突き飛
ばして怪我をさせた事案

傷害行為 不明 大学 退学

未成年の部員3名が、成
年部員3名とともに飲み
会で飲酒した事案

未成年者
飲酒

6 名 運動部 活動停止

部員が、万引きをした事
案窃盗行為 不明 大学 退学

上級生の部員1名が、他
の部員の金銭（約30万
円）を盗んだ事案

停学期間は6か月。大学
から運動部に対して退部
処分が相当との通達が
あった。

同席した成年者の3名に
も同等の処分を課した。

窃盗行為 1名
大学
運動部

停学
退部
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処分対象
行為

事案の概要 処分者 備考処分の
内容

処分
対象者
人数

処分対象
行為

事案の概要 処分者 備考処分の
内容

処分
対象者
人数

51 52

部員1名が、部の備品を
盗みフリマサイトで転売
した事案

停学期間は1か月窃盗行為 1名
大学
運動部

停学
退部

未成年の部員が、飲酒し
た上、当該飲酒の様子を
SNSに投稿した事案

部員全員で1か月の活動
停止

部全体に対して活動停
止、個人に対して訓告

未成年者
飲酒

部員
全員

大学
運動部

訓告
運動部の
活動休止

部員1名が、コロナの助成
金詐欺をした事案

停止期間は1週間

詐欺行為 1名
大学
運動部

停学
活動停止

未成年の部員が、飲酒し
た上、当該飲酒の様子を
SNSに投稿した事案

成人部員を含むその場に
いた全部員に対して2か月
の活動停止

未成年者
飲酒

不明 運動部 活動停止

部員1名が、部で管理す
る金銭を横領した事案

横領行為 1名
大学
運動部

除名
退部勧告

部員4名が、コロナ禍であ
るため居酒屋等での飲
酒が禁止されていたにも
かかわらず飲酒し、その
様子をSNSに投稿した事
案

停止期間は3か月飲酒行為 4名 運動部 活動停止

上級生の部員1名が、下
級生の部員に対して暴行
し、流血させた事案

傷害行為 1名 運動部 厳重注意

部員1名が、友人とともに
深夜に私有地で許可なく
スケートボードをした事
案

迷惑行為 1名 運動部 活動停止

上級生の部員が、複数の
下級生の部員に対し暴行
をした事案

暴行行為
部員
全員

大学
運動部の
活動休止
訓告

未成年の部員1名が、大
学内で喫煙した事案

未成年者
喫煙

1名
大学
運動部

訓告
厳重注意
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19

20

21

22

23

24

25

26

27

部員1名が、寮内におい
て窃盗した事案

窃盗行為 1名 運動部 退部

未成年の部員が、飲酒し
た上、当該飲酒の様子を
SNSに投稿した事案

個人に対する処分はなし

停止期間は1か月～2か月
程度

暴行行為 2 名 運動部 退部

部員1名が、飲酒後にバ
イクを運転した事案

停学期間は1週間、活動
停止期間は2か月間

飲酒運転 1名 運動部 活動停止 事故はなし

有罪判決
（執行猶予付き）

部員1名が、寺院で臀部
を露出し、その写真を
SNSへ投稿した事案

停止期間は6か月不適切
行為

1名
大学
競技団体

活動停止
補助金の
停止

部員1名が、学外の女性
と性交渉をした際に、女
性から同意がなかった事
案。なお、強姦の疑いで
逮捕・起訴された。

強姦行為 1名
大学
運動部

退学
退部

部員1名が、大学敷地内
で飲酒運転をし、物損事
故を起こした事案

大学敷地内であったた
め、刑事事件化はしな
かった。

活動停止期間は、停学期
間が明けてから2週間

飲酒運転 1名
大学
運動部

停学
退部

部員4名が、大会の帰り
に、改札を出ずに線路か
ら踏切を渡って出場した
事案

キセル乗車 4名
大学
運動部

停学
活動停止

部員1名が、店舗の物品
を破損させた事案

器物損壊
行為

1名
大学
運動部

停学
活動停止

部員1名が、大学の定期
試験でカンニングをした
事案

カンニング
行為

1名
大学
運動部

厳重注意
活動停止

未成年の部員が、部の新
入生歓迎会において飲
酒した事案

未成年者
飲酒

部員
全員

大学
運動部の
活動休止
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35
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対象者
人数
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るため居酒屋等での飲
酒が禁止されていたにも
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様子をSNSに投稿した事
案

停止期間は3か月飲酒行為 4名 運動部 活動停止

上級生の部員1名が、下
級生の部員に対して暴行
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処分対象
行為

事案の概要 処分者 備考処分の
内容

処分
対象者
人数

UNIVASは、大学スポーツの健全化及び透明性向上に向けた、
事例集や手引書を発行しています。

一般社団法人 大学スポーツ協会

2022年3月
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一般社団法人 大学スポーツ協会

2021年3月

UNIVAS
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月

大学スポーツ処分事例集（競技団体編）
～組織ガバナンスの強化に向けて～
［発行年：2021年］

競技団体の不祥事発生時の対応を調査し、不祥事発生時に適切な処分や対応を
実施するための指針などを掲載しています。
【掲載情報】
・競技団体から各大学運動部に対する適切な処分の流れ、法的根拠
・各競技団体における処分の現状
・処分規程サンプル
・処分通知書等フォーマット 等

大学における大学スポーツ不祥事対応に係る手引書
［発行年：2022年］

大学における不祥事発生時の対応を調査し、運動部の適切な組織運営や
コンプライアンス意識の向上に参考となり得る情報を掲載しています。
【掲載情報】
・不祥事発生時における適切な対応
・ハラスメントの予防
・各大学における処分事例
・大学におけるハラスメント防止規程サンプル
・運動部の指導に関する業務委託契約書フォーマット
・運動部の指導に関する誓約書フォーマット 等

大学運動部におけるガバナンス向上のための手引書（本冊子）
［発行年：2023年］

運動部におけるガバナンス体制や不祥事発生時の対応を調査し、
運動部運営体制の向上に参考となり得る情報を掲載しています。
【掲載情報】
・運動部における適切な運営体制と処分の現状
・部則の在り方
・活動資金の管理等の在り方
・各運動部における具体的な処分事例 等

UNIVAS

大学運動部における

ガバナンス向上のための手引書

一般社団法人 大学スポーツ協会

2023年 3月

以下から
ダウンロードできます

PDF 1.44MB

以下から
ダウンロードできます

PDF 2.11MB

以下から
ダウンロードできます

PDF 2.07MB

53 54

部員1名が、路上で面識
のない女子高生に抱きつ
いた事案

運動部が処分する前に自
主退学した

活動停止期間は1週間

セクハラ
行為

1名 大学 停学

部員1名が、自転車を窃
盗した事案

窃盗行為 1名
大学
運動部

運動部の
活動休止
停学

免許を有していない部員
1名が、買物に行く際に原
付バイクを運転し、免許
を有していた部員1名が
後ろに乗った事案

無免許運転
道路交通
法違反

2 名 運動部 活動停止

38

39

40



処分対象
行為

事案の概要 処分者 備考処分の
内容

処分
対象者
人数
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